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〇 多面的機能支払交付金実施要領（平成26年４月１日付け25農振第2255号農林水産省農村振興局長通知）一部改正新旧対照表（案） 

   （下線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

第１ 農地維持支払交付金 第１ 農地維持支払交付金 

１ 対象農用地 １ 対象農用地 

（１）対象農用地の区分 （１）対象農用地の区分 

多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け25

農振第2254号農林水産事務次官依命通知。以下「要綱」とい

う。）別紙１の第３の対象農用地は、次に掲げる田、畑及び草

地に区分する。 

多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け

25農振第2254号。以下「要綱」という。）別紙１の第３の対

象農用地は、次に掲げる田、畑及び草地に区分する。 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

２ 対象活動 

（１）・（２） （略） 

（３）対象組織は、都道府県が定める農地維持活動に関する地域

活動指針に基づき要綱別紙１の第５の２の活動計画書に定

められた活動の実施を前提として、活動計画書に定められた

都道府県が定める要綱別紙２の第４の１の活動（以下「資源

向上活動（共同）」という。）又は２の活動（以下「資源向上

活動（長寿命化）」という。）に関する地域活動指針に基づく

活動を農地維持支払交付金により実施することができる。 

（４）対象組織は、都道府県が定める農地維持活動に関する地域

活動指針に基づき要綱別紙１の第５の２の活動計画書に定

められる活動に加え、それらの活動を補完し効果を高める活

動であって、多面的機能の発揮に必要な地域共同の活動を活

動計画書に定め、実施することができる。 

２ 対象活動 

（１）・（２） （略） 

（３）都道府県が定める農地維持活動に関する地域活動指針に

基づき要綱別紙１の第５の２の活動計画書に定められた

活動の実施を前提として、活動計画書に定められた都道府

県が定める要綱別紙２の第４の１の活動（以下「資源向上

活動（共同）」という。）又は２の活動（以下「資源向上活

動（長寿命化）」という。）に関する地域活動指針に基づく

活動を農地維持支払交付金により実施することができる。 

（４）都道府県が定める農地維持活動に関する地域活動指針に

基づき要綱別紙１の第５の２の活動計画書に定められる

活動に加え、それらの活動を補完し効果を高める活動であ

って、多面的機能の発揮に必要な地域共同の活動を活動計

画書に定め、実施することができる。 
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（５） （略） 

（６）市町村長は、要綱別紙１の第４の３の活動要件の特例措置

を適用した対象組織があるときは、９の（１）により適用内

容の確認を行うものとする。 

（５） （略） 

（６）市町村長は、要綱別紙１の第４の３の活動要件の特例措

置を適用しようとするときは、都道府県知事と協議の上、

活動要件の特例措置を適用する対象組織を指定し、都道府

県知事を通じて地方農政局長等（北海道にあっては農村振

興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長、その

他の都府県にあっては地方農政局長をいう。以下同じ。）の

承認を受けるものとする。なお、当該対象組織の活動要件

の特例措置の延長が必要な場合、市町村長は、毎年度、都

道府県知事と協議した上で、当該措置の延長について、都

道府県知事を通じて地方農政局長等の承認を受けるもの

とする。 

４ 活動計画 

要綱別紙１の第５の２の活動計画書は様式第１－３号によ

り作成し、その内容については、次の事項に留意して記載する。 

４ 活動計画 

要綱別紙１の第５の２の活動計画書は様式第１－３号に

より作成し、その内容については、次の事項に留意して記載

する。 

（１）要綱別紙１の第５の２の（２）の活動期間は、原則として

５年間とする。 

（１）要綱別紙１の第５の２の（２）の活動期間は、原則とし

て５年間とする。ただし、平成26年度以前に協定を締結し

ている場合の活動期間は、従前の協定期間終了年度末まで

とすることができる。 

（２）～（８） （略） （２）～（８） （略） 

（９）要綱別紙１の第５の２の（10）の保全管理する区域の地域

振興立法８法の該当状況には、対象農用地が特定農山村地域

における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関す

る法律（平成５年法律第72号）第２条第４項の規定に基づき

公示された特定農山村地域、山村振興法（昭和40年法律第64

（９）要綱別紙１の第５の２の（10）の保全管理する区域の地

域振興立法８法の該当状況には、対象農用地が特定農山村

地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進

に関する法律（平成５年法律第72号）第２条第４項の規定

に基づき公示された特定農山村地域、山村振興法（昭和40
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号）第７条第１項の規定に基づき指定された振興山村、過疎

地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律

第19号）第２条第１項（同法第43条の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）に規定する過疎地域（同法第３条第

１項若しくは第２項（これらの規定を同法第43条の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）、第41条第１項若しくは

第２項（同条第３項の規定により準用する場合を含む。）、第

42条又は第44条第４項の規定により過疎地域とみなされる

区域を含み、令和３年度から令和８年度までの間に限り、同

法附則第５条に規定する特定市町村（同法附則第６条第１

項、第７条第１項及び第８条第１項の規定により特定市町村

の区域とみなされる区域を含む。）を、令和３年度から令和

９年度までの間に限り、同法附則第５条に規定する特別特定

市町村（同法附則第６条第２項、第７条第２項及び第８条第

２項の規定により特別特定市町村の区域とみなされる区域

を含む。）を含む。）、半島振興法（昭和60年法律第63号）第２

条第１項の規定に基づき指定された半島振興対策実施地域、

離島振興法（昭和28年法律第72号）第２条第１項の規定に基

づき指定された離島振興対策実施地域、沖縄振興特別措置法

（平成14年法律第14号）第３条第１号に規定する沖縄、奄美

群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第１条に

規定する奄美群島、小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44

年法律第79号）第４条第１項に規定する小笠原諸島（以下「８

法地域」という。）又は棚田地域振興法（令和元年法律第42 

号）第７条第１項の規定に基づき指定された指定棚田地域に

該当する場合は記載する。 

年法律第64号）第７条第１項の規定に基づき指定された振

興山村、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法

（令和３年法律第19号）第２条第１項（同法第43条の規定

により読み替えて適用する場合を含む。）に規定する過疎

地域（同法第３条第１項若しくは第２項（これらの規定を

同法第43条の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）、第41条第１項若しくは第２項（同条第３項の規定に

より準用する場合を含む。）、第42条又は第44条第４項の規

定により過疎地域とみなされる区域を含み、令和３年度か

ら令和８年度までの間に限り、同法附則第５条に規定する

特定市町村（同法附則第６条第１項、第７条第１項及び第

８条第１項の規定により特定市町村の区域とみなされる

区域を含む。）を、令和３年度から令和９年度までの間に限

り、同法附則第５条に規定する特別特定市町村（同法附則

第６条第２項、第７条第２項及び第８条第２項の規定によ

り特別特定市町村の区域とみなされる区域を含む。）を含

む。）、半島振興法（昭和60年法律第63号）第２条第１項の

規定に基づき指定された半島振興対策実施地域、離島振興

法（昭和28年法律第72号）第２条第１項の規定に基づき指

定された離島振興対策実施地域、沖縄振興特別措置法（平

成14年法律第14号）第３条第１号に規定する沖縄、奄美群

島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第１条に規

定する奄美群島又は小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和

44年法律第79号）第４条第１項に規定する小笠原諸島（以

下「８法地域」という。）に該当する場合は記載する。 
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（10）要綱別紙１の第５の２の（11）のその他必要な事項には、

８の（５）に規定する場合にあっては、活動計画書に記載し

た農用地及び水路・農道等の管理に係る活動を本交付金によ

り行う旨を記載する。 

（10）要綱別紙１の第５の２の（11）のその他必要な事項には、

７の（５）に規定する場合にあっては、活動計画書に記載

した農用地及び水路・農道等の管理に係る活動を本交付金

により行う旨を記載する。 

（11）～（13） （略） （11）～（13） （略） 

５ 環境負荷低減のチェックシート 

要綱別紙１の第５の４の（１）のエの環境負荷低減のチェッ

クシートの様式は、様式第１－11号とし、対象組織は記載され

た各取組について理解し、チェックする。 

（新設） 

６ 事業計画の認定 ５ 事業計画の認定 

（１）要綱別紙１の第５の４の（１）の事業計画書の提出は、農

地維持活動を開始しようとする年度の６月30日（地方公共団

体の関連予算の成立時期が遅れる等特別な事情がある場合

において、市町村長が、都道府県知事を通じて、地方農政局

長等（北海道にあっては農村振興局長、沖縄県にあっては内

閣府沖縄総合事務局長、その他の都府県にあっては地方農政

局長をいう。以下同じ。）に対して、同日までに様式第２－

１号により届出を行ったときにあっては、当該年度の10月31

日）までに様式第１－１号により市町村長に提出するものと

する。ただし、農山漁村の活性化のための定住等及び地域間

交流の促進に関する法律（平成19年法律第48号）第５条第１

項に規定する活性化計画が作成されている場合であって、そ

の添付書類として様式第１－１号から様式第１－５号まで

を、対象組織が既に市町村長に提出しているときは、これら

の提出を省略することができるものとする（その場合にあっ

ても、様式第１－11号は市町村長に別途提出することとす

（１）要綱別紙１の第５の４の（１）の事業計画書の提出は、

農地維持活動を開始しようとする年度の６月30日（地方公

共団体の関連予算の成立時期が遅れる等特別な事情があ

る場合において、市町村長が、都道府県知事を通じて、地

方農政局長等に対して、同日までに様式第２－１号により

届出を行ったときにあっては、当該年度の10月31日）まで

に様式第１－１号により市町村長に提出するものとする。

ただし、農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流

の促進に関する法律（平成19年法律第48号）第５条第１項

に規定する活性化計画が作成されている場合であって、そ

の添付書類として様式第１－１号から様式第１－５号ま

でを、対象組織が既に市町村長に提出しているときは、こ

れらの提出を省略することができるものとする。 
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る。）。 

（２）・（３） （略） （２）・（３） （略） 

７・８ （略） ６・７ （略） 

９ 実施状況の報告 ８ 実施状況の報告 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３）対象組織は、５の環境負荷低減のチェックシートに活動期

間中に実施した取組について記載し、活動期間の終了年度に

（１）と併せて市町村長に提出するものとする。ただし、 GAP 

認証等を取得している特定事業実施者においては、当該事項

を証明する書類を提出することにより、様式第１－11号の提

出を省略できるものとする。 

（新設） 

10 実施状況の確認 ９ 実施状況の確認 

（１）市町村長又は推進組織の長は、事業計画に定められた農用

地及び対象施設の保全管理状況等の確認については、９の

（１）に基づき報告された書類及び現地確認により行うもの

とする。 

（１）市町村長又は推進組織の長は、事業計画に定められた農

用地及び対象施設の保全管理状況等の確認については、８

の（１）に基づき報告された書類及び現地確認により行う

ものとする。 

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略） 

11 抽出検査の実施 10 抽出検査の実施 

（１）地方農政局長等は、毎年度、対象組織の中から抽出して証

拠書類等について検査を行う。 

地方農政局長等は、毎年度、対象組織の中から抽出して証拠

書類等について検査を行う。 

（２）農林水産省の職員は、９の（３）に基づき環境負荷低減の

チェックシートを提出した者から抽出して、実際にみどりチ

ェックに取り組んだかどうか確認を行うこととする。 

（新設） 

12～16 （略） 11～15 （略） 

  

第２ 資源向上支払交付金 第２ 資源向上支払交付金 
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 １ （略）  １ （略） 

２ 対象活動 ２ 対象活動 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３）要綱別紙２の第４の１の（３）の活動は、別記１－２に定

めるとおりとする。 

（新設） 

（４）対象組織は、都道府県が定める資源向上活動（共同）に関

する地域活動指針に基づき要綱別紙２の第５の２の活動計

画書に定められた活動の実施を前提として、活動計画書に定

められた都道府県が定める農地維持活動又は資源向上活動

（長寿命化）に関する地域活動指針に基づく活動を資源向上

活動（共同）に係る交付金により実施することができる。 

（３）都道府県が定める資源向上活動（共同）に関する地域活

動指針に基づき要綱別紙２の第５の２の活動計画書に定

められた活動の実施を前提として、活動計画書に定められ

た都道府県が定める農地維持活動又は資源向上活動（長寿

命化）に関する地域活動指針に基づく活動を資源向上活動

（共同）に係る交付金により実施することができる。 

（５）対象組織は、都道府県が定める資源向上活動（共同）に関

する地域活動指針に基づき要綱別紙２の第５の２の活動計

画書に定める活動に加え、それらの活動を補完し効果を高め

る活動であって、多面的機能の発揮に必要な共同活動を活動

計画書に定め、実施することができる。 

（４）都道府県が定める資源向上活動（共同）に関する地域活

動指針に基づき要綱別紙２の第５の２の活動計画書に定

める活動に加え、それらの活動を補完し効果を高める活動

であって、多面的機能の発揮に必要な共同活動を活動計画

書に定め、実施することができる。 

（６）要綱別紙２の第４の１の（４）の活動要件の特例の内容は、

都道府県知事が策定する地域活動指針及び同指針に基づき

定める要件にかかわらず、被災した対象農用地の区域内の農

地周りの施設の応急措置又は補修・更新等に取り組むことに

より、当該年度の活動要件を満たすものとみなすこととす

る。 

（５）要綱別紙２の第４の１の（３）の活動要件の特例の内容

は、都道府県知事が策定する地域活動指針及び同指針に基

づき定める要件にかかわらず、被災した対象農用地の区域

内の農地周りの施設の応急措置又は補修・更新等に取り組

むことにより、当該年度の活動要件を満たすものとみなす

こととする。 

（７）市町村長は、要綱別紙２の第４の１の（４）の活動要件の

特例措置を適用した対象組織があるときは、11の（１）によ

り適用内容の確認を行うものとする。 

（６）市町村長は、要綱別紙２の第４の１の（３）の活動要件

の特例措置を適用しようとするときは、都道府県知事と協

議の上、活動要件の特例措置を適用する対象組織を指定

し、都道府県知事を通じて地方農政局長等の承認を受ける
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ものとする。なお、当該対象組織の活動要件の特例措置の

延長が必要な場合、市町村長は、毎年度、都道府県知事と

協議した上で、当該措置の延長について、都道府県知事を

通じて地方農政局長等の承認を受けるものとする。 

（８）・（９） （略） （７）・（８） （略） 

（10）市町村長は、要綱別紙２の第４の２の（３）の活動内容の

特例措置を適用した対象組織があるときは、11の（１）によ

り適用内容の確認を行うものとする。 

（９）市町村長は、要綱別紙２の第４の２の（３）の活動内容

の特例措置を適用しようとするときは、都道府県知事と協

議の上、活動内容の特例措置を適用する対象組織を指定

し、都道府県知事を通じて地方農政局長等の承認を受ける

ものとする。なお、当該対象組織の活動の特例措置の延長

が必要な場合、市町村長は、毎年度、都道府県知事と協議

した上で、当該措置の延長について、都道府県知事を通じ

て地方農政局長等の承認を受けるものとする。 

（11）・（12） （略） （10）・（11） （略） 

（13）対象組織は、広域活動組織の設立又は対象組織の特定非営

利活動法人化を前提として、活動計画書に定められた都道府

県が定める農地維持活動、資源向上活動（共同）又は資源向

上活動（長寿命化）を組織の広域化・体制強化に係る交付金

により実施することができる。 

（12）広域活動組織の設立又は対象組織の特定非営利活動法人

化を前提として、活動計画書に定められた都道府県が定め

る農地維持活動、資源向上活動（共同）又は資源向上活動

（長寿命化）を組織の広域化・体制強化に係る交付金によ

り実施することができる。 

７ 環境負荷低減のチェックシート 

要綱別紙２の第５の５の（１）のクの環境負荷低減のチェッ

クシートの様式は、様式第１－11号とし、対象組織は記載され

た各取組について理解し、チェックする。 

（新設） 

８～11 （略） ７～10 （略） 

12 実施経過の報告 

要綱別紙２の第５の８の実施経過の報告は、事業実施期間

（新設） 
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中、毎年度、１月末日までに様式第１－12号の実施経過報告書

を作成の上、取組実施農業者の生産過程等において使用した肥

料、農薬、導入した技術等、要件に即して対象取組を実施した

ことを確認するための内容を記載した生産記録等を添付し、報

告すること。ただし、年度末に当該年度の対象取組が終了する

場合には、対象組織のうち資源向上活動における環境負荷低減

の取組への支援を実施している組織は、取組終了前であって

も、その取組見込みを記載した生産記録により実施経過の報告

を行うことができるものとする。 

13 実施経過の確認 

（１）市町村長又は推進組織の長は、事業計画に定められた事項

の実施経過の確認について、12に基づき報告された書類等の

審査により行うほか、必要に応じて、現地確認により行うも

のとする。 

（２）市町村長は（１）の結果に基づき、実施経過の適否につい

て確認を行う。 

（３）実施状況の確認の方法等については、別記３－１に定める

とおりとする。 

（４）市町村長は、必要に応じて、技術的な観点に基づく実施状

況の確認を都道府県知事に要請することができる。都道府県

知事は、実施状況について確認を行った場合、市町村長に確

認結果を通知するものとする。 

（５）市町村長は、（４）の都道府県知事からの確認結果を踏ま

え、審査の上、様式第２－18号により、対象組織のうち資源

向上活動における環境負荷低減の取組への支援を実施して

いる組織に確認結果を通知するものとする。 

（新設） 
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14 実施状況の報告 

（１）要綱別紙２の第５の10の（１）及び（２）の実施状況の報

告は、以下のとおりとする。 

 

11 実施状況の報告 

（１）要綱別紙２の第５の８の実施状況の報告は、市町村が定

めた期日までに様式第１－８号又は様式第１－９号の実

施状況報告書に、金銭出納簿及び活動記録その他必要な書

類又はその写しを添えて、市町村長に提出するものとす

る。ただし、登記をしている団体又は法律に基づき認可さ

れる団体で、各事業年度に係る計算書類（貸借対照表及び

損益計算書）の作成が義務付けられている団体の場合は、

提出義務を免除するものとする。 

ア 市町村が定めた期日までに様式第１－８号又は様式第

１－９号の実施状況報告書に、金銭出納簿及び活動記録そ

の他必要な書類又はその写しを添えて、市町村長に提出す

るものとする。ただし、登記をしている団体又は法律に基

づき認可される団体で、各事業年度に係る計算書類（貸借

対照表及び損益計算書）の作成が義務付けられている団体

の場合は、提出義務を免除するものとする。 

（新設） 

イ 組織の体制強化に対する支援を受ける対象組織であっ

て、活動計画書に広域活動組織の設立及び活動支援班の設

置が分かる書類の添付等がない場合は、広域協定書の認定

通知書の写しと活動支援班の設置が分かる構成員名簿を

市町村長に提出するものとする。 

（新設） 

ウ 環境負荷低減の取組への支援を受ける対象組織は、第２

の12のただし書きにより実施経過報告を見込みで報告し

た場合は、取組内容を確認できる生産記録を添付するもの

とする。また、第２の12による実施経過報告を行った時点

において、対象取組を実施済みであり、かつ実施面積等が

（新設） 
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第２の13の（５）による市町村長からの確認通知と同一で

ある場合は、実施経過報告書を実施状況報告書に代え、実

施状況報告書の提出を省略することができるものとする。 

（２） （略） （２） （略） 

（３）要綱別紙２の第５の10の（３）の実施状況の報告は、市町

村が定めた期日までに様式第１－８号別紙１及び別紙２の

実施状況報告書により、市町村長に提出するものとするもの

とし、第２の12のただし書きにより実施経過報告を見込みで

報告した者は、取組内容を確認できる生産記録を添付するも

のとする。また、第２の12による実施経過報告を行った時点

において、対象取組を実施済みであり、かつ実施面積等が第

２の13の（５）による市町村長からの確認通知と同一である

場合、実施経過報告書を実施状況報告書に代え、実施状況報

告書の提出を省略することができるものとする。 

（新設） 

（４）対象組織は、７の環境負荷低減のチェックシートに活動期

間中に実施した取組について記載し、活動期間の終了年度に

（１）と併せて市町村長に提出するものとする。ただし、GAP 

認証等を取得している特定事業実施者においては、当該事項

を証明する書類を提出することにより、様式第１－11号の提

出を省略できるものとする。 

（新設） 

15 実施状況の確認 12 実施状況の確認 

（１）市町村長又は推進組織の長は、事業計画に定められた事項

の実施状況の確認について、14に基づき報告された書類等の

審査により行うほか、必要に応じて、現地確認により行うも

のとする。 

（１）市町村長又は推進組織の長は、事業計画に定められた事

項の実施状況の確認について、10に基づき報告された書類

等の審査により行うほか、必要に応じて、現地確認により

行うものとする。 

（２）～（４） （略） （２）～（４） （略） 
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16 抽出検査の実施 13 抽出検査の実施 

抽出検査の実施にあっては、第１の11に定めるとおりとする。 抽出検査の実施にあっては、第１の10に定めるとおりとす

る。 

17 （略） 14 （略） 

18 資源向上支払交付金の交付方法 15 資源向上支払交付金の交付方法 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４）環境負荷低減の取組への支援を受けた対象組織の代表者

は、環境負荷低減の取組への支援として交付された額を、環

境負荷低減の取組を推進するための活動に必要な経費（環境

負荷低減の取組への支援の交付等に係る事務経費を含む。）

に充てるほか、環境負荷低減の取組を実施する農業者に対し

て、交付金を配分することができるものとする。 

（新設） 

19～21 （略） 16～18 （略） 

22 資源向上支払交付金の返還 19 資源向上支払交付金の返還 

（１） （略） （１） （略） 

（２）返還の手続 

ア～カ （略） 

キ 市町村長は、次の場合で、資源向上活動（長寿命化）を

実施する場合は、その計画を、様式第２－９号の事業実施

計画書に付して、都道府県知事に提出するものとする。 

ａ 第１の16の（２）のアの場合で要綱別紙１の第９の２

の規定による場合 

ｂ アの場合で要綱別紙２の第９の２の規定による場合 

ク 都道府県知事は、キの提出を受けた時は、取りまとめの

上、様式第２－８号の事業実施計画書に付して、地方農政

局長等に提出するものとする。 

（２）返還の手続 

ア～カ （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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第４ 広域活動組織 第４ 広域活動組織 

１・２ （略） １・２ （略） 

３ 広域協定 ３ 広域協定 

要綱別紙５の第５に定める広域協定（以下「協定」という。）

は、別記５－１に示した記載例等を参考に作成し、その内容に

ついては、次の事項に留意して記載する。 

要綱別紙５の第５に定める広域協定（以下「協定」という。）

は、別記５－１に示した記載例等を参考に作成し、その内容

については、次の事項に留意して記載する。 

（１） （略） （１） （略） 

（２）要綱別紙５の第５の２の協定の有効期間は、原則として、

５年間とする。 

（２）要綱別紙５の第５の２の協定の有効期間は、原則として、

５年間とする。ただし、平成25年度以前に市町村長の認定

を受けた協定の有効期間は、従前の協定期間終了年度末ま

でとすることができる。 

（３）～（６） （略） （３）～（６） （略） 

４ （略） ４ （略） 

５ 広域活動組織の業務 ５ 広域活動組織の業務 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（削る。） （６）小水力等再生可能エネルギー導入推進事業 

（６）農山漁村振興交付金 （７）農山漁村振興交付金のうち都市農村共生・対流及び地域

活性化対策 

  

  

（別記１―１） （別記１―１） 

対象農用地等面積の測定について 対象農用地等面積の測定について 

  

１ 対象農用地及び協定農用地の面積には、畦畔及び法面面積を

含める。ただし、環境負荷低減の取組への支援の対象農用地

１ 対象農用地及び協定農用地の面積には、畦畔及び法面面積

を含める。 
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の面積については、以下のとおりとする。 

（１）畦畔及び法面面積を含めない。 （新設） 

（２）一つのほ場において、複数の取組を行う場合でも、一取組

分の作付面積を上限とする。 

（新設） 

（３）環境保全型農業直接支払交付金で交付対象としているほ場

がある場合は、当該ほ場の面積を含まないものとする。ただ

し、一つのほ場において、環境負荷低減の取組への支援のう

ち、冬期湛水の取組を実施する場合であって、環境保全型農

業直接支払交付金の炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全に

資する施用を併せて実施するときは、当該ほ場の面積を含め

ることができるものとする。 

（新設） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 環境負荷低減の取組への支援の実施面積は、以下のいずれか

の方法により把握するものとする。 

（新設） 

（１）共済細目書記載面積、公的資料に記載された面積の活用  

共済細目書の面積（畦畔等を除いた本地面積）、地積調査の

結果、土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づく区画整理

事業等に伴う確定測量の結果等の公的資料に記載された面

積とする。 

 

（２）図測  

2,500分の１程度以上の縮尺図等の図測により行う（なお、

5,000分の１程度以上の縮尺図等の図測による場合は、当該

図測面積に0.95を乗じた数値を支援対象面積とするものと

する。）。 

 

（３）実測  

農林水産省農村振興局測量作業規程等に準拠し、現地にお  
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いて実測を行う。 

（４）畦畔率の活用  

実測、図測並びに共済細目書記載面積及び公的資料に記載

された面積が、畦畔等を含んだ面積である場合にあっては、

市町村が次のいずれかにより推計した畦畔率を用いて、畦畔

面積を算出の上、これを当該資料に記載された面積から差し

引いて得た面積とする。なお、この場合における畦畔率の測

定は、畦畔の状況がおおむね類似している地域ごとに行うも

のとする。 

 

ア 対象農地を抽出、実測し求めた平均畦畔率  

イ 図面上の測量により求めた平均畦畔率（ほ場整備事業

完了地区等区画が整理されている地域に限る。ウにおい

て同じ。） 

 

ウ 標準区画図から求めた平均畦畔率 

エ 公的機関の発表した耕地面積及び本地面積から得ら

れる平均畦畔率を参考とした推定平均畦畔率 

 

（５）その他  

（１）から（４）までの方法により把握した農地面積が記

載された台帳が既に存在する場合には、当該台帳に記載され

た面積を活用することができるものとする。 

また、（１）から（４）までにより難い場合であって、かつ、

合理的な理由がある場合には、市町村が別に定める方法によ

り対象農地の面積を把握することができるものとする。 
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（別記１－２）  （別記１－２）  

国が定める活動指針及び活動要件 国が定める活動指針及び活動要件 

第２ 国が定める活動要件の考え方 第２ 国が定める活動要件の考え方 

活動指針に基づき、農地維持活動、資源向上活動に関する国

としての活動要件を以下の考え方に基づき定める。なお、実践

活動等の際には、安全な活動に努めるものとする。 

活動指針に基づき、農地維持活動、資源向上活動に関する

国としての活動要件を以下の考え方に基づき定める。なお、

実践活動等の際には、安全な活動に努めるものとする。 

１ （略） １ （略） 

２ 資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動） ２ 資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動） 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

（５）多面的機能の増進を図る活動については、任意の実施とし、

次のとおりとする。 

（５）多面的機能の増進を図る活動については、任意の実施と

し、次のとおりとする。 

ア （略） ア （略） 

イ 広報活動・農村関係人口の拡大は毎年度実施する。ただ

し、対象農用地に要領第１の４の（８）の農業地域類型区

分の「中間農業地域」若しくは「山間農業地域」が含まれ

る場合又は要領第１の４の（９）の８法地域に該当する場

合は、広報活動・農村関係人口の拡大の実施を必ずしも求

めるものではない。 

イ 広報活動・農的関係人口の拡大は毎年度実施する。た

だし、対象農用地に要領第１の４の（８）の農業地域類

型区分の「中間農業地域」若しくは「山間農業地域」が

含まれる場合又は要領第１の４の（９）の８法地域に該

当する場合は、広報活動・農的関係人口の拡大の実施を

必ずしも求めるものではない。 

３ （略） ３ （略） 

第３ 活動指針及び活動要件 第３ 活動指針及び活動要件 

１ （略） １ （略） 

２ 資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動） ２ 資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動） 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３）多面的機能の増進を図る活動 （３）多面的機能の増進を図る活動 
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活動区分 活動項目 

多面的機能の増進を図る活動 52 遊休農地の有効活用 

53 鳥獣被害防止対策及び環境改善活動

の強化 

54 地域住民による直営施工 

55 防災・減災力の強化 

56 農村環境保全活動の幅広い展開 

57 やすらぎ・福祉及び教育機能の活用 

58 農村文化の伝承を通じた農村コミュ

ニティの強化 

58-2 広域活動組織における活動支援班

による活動の実施 

58-3 水管理を通じた環境負荷低減活動

の強化 

59 都道府県、市町村が特に認める活動 

60 広報活動・農村関係人口の拡大 

 

活動区分 活動項目 

多面的機能の増進を図る活動 52 遊休農地の有効活用 

53 鳥獣被害防止対策及び環境改善活動

の強化 

54 地域住民による直営施工 

55 防災・減災力の強化 

56 農村環境保全活動の幅広い展開 

57 やすらぎ・福祉及び教育機能の活用 

58 農村文化の伝承を通じた農村コミュ

ニティの強化 

（新設） 

 

（新設） 

 

59 都道府県、市町村が特に認める活動 

60 広報活動・農的関係人口の拡大 

 

 

３ （略） ３ （略） 

第４ 活動の説明 第４ 活動の説明 

１ （略） １ （略） 

２ 資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動） ２ 資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動） 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３）多面的機能の増進を図る活動 （３）多面的機能の増進を図る活動 

52～58 （略） 52～58 （略） 

58-2広域活動組織における活動支援班による活動の実 （新設） 
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施 

・ 広域活動組織において、集落をまたいで共同活動

を支援することを目的として設置された活動支援班

が活動を行うこと。 

58-3水管理を通じた環境負荷低減活動の強化 

・ ５に定める活動を行うこと。ただし、５割低減の

取組と組み合わせての実施及び長期中干しにおける

溝切りの実施の要件は適用しないものとする。 

（新設） 

59都道府県、市町村が特に認める活動 

（略） 

59都道府県、市町村が特に認める活動 

（略） 

60広報活動・農村関係人口の拡大 

・ 多面的機能支払交付金の活動に対する多様な主体の

参画の促進や地域外からの呼び込みによる農村関係人

口の拡大のために、パンフレット、機関誌等の作成・

頒布、看板の設置、インターネットのホームページの

開設・更新等の活動を行うこと。 

60広報活動・農的関係人口の拡大 

・ 多面的機能支払交付金の活動に対する多様な主体

の参画の促進や地域外からの呼び込みによる農的関

係人口の拡大のために、パンフレット、機関誌等の

作成・頒布、看板の設置、インターネットのホームペ

ージの開設・更新等の活動を行うこと。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 要綱別紙２第６の２の（１）のウのｄの（ａ）から（ｅ）ま

でに掲げる活動については、それぞれ以下の要件を満たすもの

とする。 

（新設） 

（ａ）の取組 

ア 栽培する主作物が水稲であること。 

イ 稲の生育中期に10アール当たり１本以上の溝切りを

実施した上で14日以上の中干しを実施すること。 

 

（ｂ）の取組 

ア 栽培する主作物が水稲であること。ただし、令和６年
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度まで環境保全型農業直接支払交付金において、水稲以

外を対象として取組実績がある場合はこの限りではな

い。 

イ ２ヶ月以上の湛水期間を確保するための適切な取水

措置及び漏水防止措置が講じられていること。 

ウ 市町村等が作成した計画に即して実施されている取

組であること又は生物多様性保全に資するものとして

その実施に関して市町村長の承認等を得た取組である

こと。なお、市町村等が作成する計画については、以下

の内容の記載されているものとする。 

ａ 生物多様性保全に関する市町村等の基本的考え方

が記載されていること。 

ｂ 生物多様性保全の取組を推進するための方策とし

て冬期湛水が位置付けられていること。 

（ｃ）の取組 

ア 栽培する主作物が野菜、大麦、なたね等であること。 

イ 転作田又は湛水可能なほ場であること。 

ウ ６月下旬～９月上旬の期間内に２ヶ月以上の湛水期

間を確保するため、前作の収穫後に耕起、代かき、畦畔

補修等、適切な漏水防止措置及び適切な取水措置が講じ

られていること。 

エ 湛水期間中の開放水面を維持するため深水管理等の

雑草対策に努め、雑草の繁茂がみられた部分については

必要に応じて適宜代かきを行う等、適切な管理が行われ

ていること。 

カ 市町村等が作成した計画に即して実施されている取

 



- 19 - 

組であること又は生物多様性保全に資するものとして

その実施に関して市町村長の承認等を得た取組である

こと。なお、市町村等が作成する計画については、以下

の内容の記載されているものとする。 

ａ 生物多様性保全に関する市町村等の基本的考え方

が記載されていること。 

ｂ 生物多様性保全の取組を推進するための方策とし

て夏期湛水が位置付けられていること。 

（ｄ）の取組 

ア 栽培する主作物が水稲であること。 

イ 中干し開始時期を慣行時期より1カ月程度延期又は中

止し、慣行の水稲栽培期間、常時湛水状態を保つこと。 

ウ 常時湛水状態を保つための定期的な水管理及び畦の

点検・補修を実施すること。 

 

（e）の取組 

  なお、魚類保護をする場合は、以下のア・オの要件を全て

満たせばよいものとする。 

ア 栽培する主作物が水稲であること。 

イ 10a当たり原則10m以上とし、10m/10aに満たない場合

は、取組面積(a(※１a未満切り捨て））＝設置した長さ

(m)のとして取組面積を調整すること。江の形状は、原則

として「深さ10cm以上、水面幅30cm以上」とする。 

ウ 湛水の状態とする期間は、原則として、中干し開始時

から、8月中旬までとする。 

エ 湛水等の期間中、江に除草剤を使用しないこと。 

オ 魚類等の希少種が水田内で保護されるよう、適切に管
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理すること。 

６ 要綱別紙２第６の２の（１）のウのｄの（ａ）から（ｅ）ま

での取組のうち、５割低減の取組に係る低減割合については、

以下のとおり取り扱うものとする。  

（新設） 

（１）慣行レベル 

地域の慣行については、「特別栽培農産物に係る表示ガイ

ドライン」（平成４年 10 月１日付け４食流第 3889 号総合

食料局長、生産局長、消費・安全局長通知。以下「表示ガイ

ドライン」という。）に基づき都道府県が定めた地域の慣行レ

ベルなどを基に、都道府県が地域の施肥・防除の実態を踏ま

えて作物ごとに設定することとする（必要に応じて、地域ご

と、作期ごとに設定するものとする。）。また、都道府県は、

地域の慣行レベルを策定又は変更した際は、その内容を公表

することとする。 

（２）化学肥料及び化学合成農薬の使用の算定の方法 

化学肥料及び化学合成農薬の使用の算定の方法は次のと

おりとし、化学肥料及び化学合成農薬の使用の算定の方法、

低減割合の算定の方法等については、原則として表示ガイド

ラインの考え方に即して行うものとする。 なお、慣行レベル

が設定されており、かつ、化学肥料又は化学合成農薬のうち

いずれか一方の資材の慣行レベルがゼロである作物であっ

ても、本作物について慣行レベルを策定している都道府県の

おおむね５割以上において当該資材を慣行的に使用してい

る場合、当該資材を使用しないことをもって５割以上の低減

が行われたものとみなすことができるものとする。 

ア 化学肥料の使用量については、農産物の生産過程等に
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おいて使用される化学肥料の窒素成分量の合計とする。 

イ 化学合成農薬の使用量については、農産物の生産過程

等において使用される化学合成農薬の使用回数（土壌消

毒剤、除草剤等の使用回数を含む。）の合計とし、化学合

成農薬の有効成分ごとに算定するものとする。  

（３）化学合成農薬の使用の算定に当たっての留意事項  

ア （２）にかかわらず、植物防疫法（昭和25年法律第151

号）第 23 条第１項又は第 31 条第１項 に基づき実施

される発生予察事業における警報が発令された場合、当

該警報に基づく防除において使用される化学合成農薬

については、化学合成農薬の使用回数に算入しないこと

ができるものとする。 

イ 有機農産物規格表B.１の農薬については、これを農産

物の生産過程等において使用した場合にあっても、化学

合成農薬の使用回数に算入しないことができるものと

する。  

ウ 化学合成農薬を使用することなく生産された種子や

苗等の入手が困難な作物については、種子や苗等に使用

されている化学合成農薬を化学合成農薬の使用回数に

算入しないことができるものとする。ただし、種子繁殖

の品種は種子、栄養繁殖の品種は入手可能な最も若齢の

ものを基準とし、それ以降に使用された化学合成農薬は

使用回数に含めるものとする。また、この場合、化学合

成農薬の使用に係る慣行レベルから種子や苗等に使用

した化学合成農薬の使用回数を除いた数値を、５割低減

の取組の基準としての慣行レベルとして利用するもの
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とする。 

７ 要綱別紙２第６の２の（１）のウのｄの（ａ）から（ｅ）ま

でについて、自然災害の発生により対象活動の履行が困難とな

った場合の取扱いについては以下のとおりとする。 

（新設） 

（１）要綱別紙２第６の２の（１）のウのｄの（ａ）から（ｅ）

までの活動（５割低減の取組を除く。）を適切に行ったもの

の、自然災害により、その要件の達成が困難となった場合に

ついては、その原因が自然災害によるものであることが客観

的な書類により確認できる場合であって、当該災害後に取組

の継続が困難である場合に限り、当該要綱別紙２第６の２の

（１）のウのｄの（ａ）から（ｅ）が行われたものとみなす

ことができるものとする。 

 

（２）（１）の特例の措置を受けようとする場合の手続は、次に

定めるとおりとする。 

ア 農業者団体等は、事前に農地が所在する市町村と協議

を行った上で、要綱別紙２第５の８の実施経過の報告を

行う際に様式第１‐13号を添付して市町村長に提出す

るものとする。なお、事業年度内であり、実施経過の報

告以降に自然災害が発生した場合は、農業者団体等は速

やかに市町村長に報告を行い、市町村長、都道府県知事

及び地方農政局等は別途協議するものとする。 

イ アの提出を受けた市町村長は、これを都道府県知事に

対して自然災害の発生による特例措置の適用に係る技

術的な意見を求めることとする。（様式第２－19号）。 

ウ イにより意見照会を受けた都道府県知事は、以下の特

例措置の適用に関する基準に係る技術的な意見を付し
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て、地方農政局長等に対し、協議するものとする（様式

第２－20号）。 

ａ 自然災害により取組の継続が困難な状況であること

について、近隣地域で同種の取組を行っている農業者

においても同様であると認められること又は市町村等

の第三者による確認が行われていること。 

ｂ 都道府県から当該災害に係る被害額や当該災害に対

応した技術指針等が公表又は周知されていること。 

（３）地方農政局長等は、（２）により協議のあった特例の適用

について、その内容が適切であると認められる場合には、都

道府県知事に通知するものとする。 

 

（４）都道府県知事は、（３）の結果を踏まえて、市町村長に報告

するものとする。 

 

  

  

（別記３－１） （別記３－１） 

市町村が行う対象組織の農地維持活動及び資源向上活動の実施状

況等の確認について 

市町村が行う対象組織の農地維持活動及び資源向上活動の実施

状況の確認について 

第２ 資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）の実施

状況確認等 

第２ 資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）の実

施状況確認 

市町村長は、対象組織の活動計画書に定められている資源向上

活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）の実施状況又は実施

経過の確認について、１の書類確認及び２の現地確認により行う

ものとする。 

市町村長は、対象組織の活動計画書に定められている資源向

上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）の実施状況又は

実施経過の確認について、１の書類確認及び２の現地確認によ

り行うものとする。 

１ 書類確認 １ 書類確認 

（１）市町村長は、毎年度、資源向上活動（地域資源の質的向上 （１）市町村長は、毎年度、資源向上活動（地域資源の質的向
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を図る共同活動）に取り組む全ての対象組織について、実施

状況報告書及び添付書類又は実施経過報告書及び添付書類

に基づき、対象活動が適正に行われていることを確認する。

ただし、資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）

のうち、環境負荷低減の取組への支援については、（２）又

は２により提出書類の補完を行うこととする。 

上を図る共同活動）に取り組む全ての対象組織について、

実施状況報告書及び添付書類に基づき、対象活動が適正に

行われていることを確認する。 

 

（２）市町村長は、資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共

同活動）のうち、環境負荷低減の取組への支援を受ける対象

組織に対してほ場の現地写真を求めることができるものと

し、写真により確認する。 

(新設) 

（３） （略） （２） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  



- 25 - 

  

(別記３－１様式第３号）

【市町村から都道府県に提出するもの】 農林水産省様式

市町村名 確認者（所属、氏名）

対象組織名 現地確認立会人

現地確認結果

　必要に応じて、当該年度に活動が適切に実施されているか確認。

(１)施設の軽微な補修

活動項目 計画 確認結果

農用地の軽微な補修等

水路の軽微な補修等

農道の軽微な補修等

ため池の軽微な補修等

(２)農村環境保全活動

テーマ 計画 確認結果

生態系保全

水質保全

景観保全・生活環境保全

水田貯留機能増進・地下水かん養

資源循環

(３)多面的機能の増進を図る活動

活動項目 計画 確認結果

遊休農地の有効活用

鳥獣被害防止対策及び環境改善活
動の強化

地域住民による直営施工

防災・減災力の強化

農村環境保全活動の幅広い展開

やすらぎ・福祉及び教育機能の活用

農村文化の伝承を通じた農村コミュ
ニテイの強化

広域活動組織における活動支援班
による活動の実施

水管理を通じた環境負荷低減活動
の強化

都道府県、市町村が特に認める活動

広報活動・農村関係人口の拡大

（４）所見

備考

資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）
実施状況確認チェックシート（現地確認用）

確認年月日： 　年　月　日

○○市

○○活動組織

備考

備考

(別記３－１様式第３号）

【市町村から都道府県に提出するもの】 農林水産省様式

市町村名 確認者（所属、氏名）

対象組織名 現地確認立会人

現地確認結果

　必要に応じて、当該年度に活動が適切に実施されているか確認。

(１)施設の軽微な補修

活動項目 計画 確認結果

農用地の軽微な補修等

水路の軽微な補修等

農道の軽微な補修等

ため池の軽微な補修等

(２)農村環境保全活動

テーマ 計画 確認結果

生態系保全

水質保全

景観保全・生活環境保全

水田貯留機能増進・地下水かん養

資源循環

(３)多面的機能の増進を図る活動

活動項目 計画 確認結果

遊休農地の有効活用

鳥獣被害防止対策及び環境改善活
動の強化

地域住民による直営施工

防災・減災力の強化

農村環境保全活動の幅広い展開

やすらぎ・福祉及び教育機能の活用

農村文化の伝承を通じた農村コミュ
ニテイの強化

（新設）

（新設）

都道府県、市町村が特に認める活動

広報活動・農的関係人口の拡大

（４）所見

備考

備考

備考

資源向上活動（地域資源の質的向上を図る共同活動）
実施状況確認チェックシート（現地確認用）

確認年月日： 　年　月　日

○○市

○○活動組織
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（規約別紙）

１．代表

活動支援班員

２．役員

活動支援班員

３．構成員

★団体の場合は代表者名を記入してください。

　（１）　○○集落

活動支援班員

②　農業者以外の個人

活動支援班員

○○活動組織構成員一覧

以下３．の構成員は、○○活動組織へ参加するとともに、活動組織の代表、役員を下記１．２．
のとおり定めます。

①　農業者の個人または団体（「農業者」は、活動計画書に位置付けられている農用地におい

て耕作又は養畜の業務を営む農業者又は団体。）

★分類欄は「分類番号リスト」より番号を選択してください。

氏名役職名 　　　　　　　　　備考

役職名 氏名 　　　　　　　　　備考

分類 氏名 　　　　　　　　　備考

この線より上に行を挿入してください。

○年○月○日

分類 氏名 　　　　　　　　　備考

この線より上に行を挿入してください。

（規約別紙）

１．代表

（新設）

２．役員

（新設）

３．構成員

★団体の場合は代表者名を記入してください。

　（１）　○○集落

（新設）

②　農業者以外の個人

（新設）

この線より上に行を挿入してください。

分類 氏名 　　　　　　　　　備考

この線より上に行を挿入してください。

役職名 氏名 　　　　　　　　　備考

★分類欄は「分類番号リスト」より番号を選択してください。

①　農業者の個人または団体（「農業者」は、活動計画書に位置付けられている農用地におい

て耕作又は養畜の業務を営む農業者又は団体。）

分類 氏名 　　　　　　　　　備考

○年○月○日

○○活動組織構成員一覧

以下３．の構成員は、○○活動組織へ参加するとともに、活動組織の代表、役員を下記１．２．
のとおり定めます。

役職名 氏名 　　　　　　　　　備考
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　（２）　○○集落

活動支援班員

②　農業者以外の個人

活動支援班員

（３）農業者以外の団体　（代表者名のみ記載する。）

活動支援班員
分類 氏名 　　　　　　　　　備考

分類 氏名 　　　　　　　　　備考

①　農業者の個人または団体（「農業者」は、活動計画書に位置付けられている農用地におい

て耕作又は養畜の業務を営む農業者又は団体。）

この線より上に行を挿入してください。

この線より上に行を挿入してください。

この線より上に行を挿入してください。

分類 氏名 　　　　　　　　　備考

　（２）　○○集落

（新設）

②　農業者以外の個人

（新設）

（３）農業者以外の団体　（代表者名のみ記載する。）

（新設）

この線より上に行を挿入してください。

分類 氏名 　　　　　　　　　備考

この線より上に行を挿入してください。

①　農業者の個人または団体（「農業者」は、活動計画書に位置付けられている農用地におい

て耕作又は養畜の業務を営む農業者又は団体。）

分類 氏名 　　　　　　　　　備考

この線より上に行を挿入してください。

分類 氏名 　　　　　　　　　備考
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構成員の総数

個人とし

て参加

個人とし

て参加

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

農

業

者

個

人

農

事

組

合

法

人

営

農

組

合

そ

の

他

の

農

業

者

団

体

農

業

者

以

外

個

人

自

治

会

女

性

会

子

供

会

土

地

改

良

区

Ｊ

Ａ

学

校

・

P

T

A

N

P

O

そ

の

他

の

農

業

者

以

外

団

体

分類番号リスト

団体として参加 団体として参加

農業者 農業者以外

（新設）

個人とし

て参加

個人とし

て参加

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

農

業

者

個

人

農

事

組

合

法

人

営

農

組

合

そ

の

他

の

農

業

者

団

体

農

業

者

以

外

個

人

自

治

会

女

性

会

子

供

会

土

地

改

良

区

Ｊ

Ａ

学

校

・

P

T

A

N

P

O

そ

の

他

の

農

業

者

以

外

団

体

分類番号リスト

団体として参加 団体として参加

農業者 農業者以外
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番　号 様式名 作成者
申請

（提出）先

備　考
（H30までの
様式番号）

1-1 多面的機能発揮促進事業に関する計画の認定の申請について
活動組織

広域活動組織
特定事業実施者

市町村 6-6

1-2 多面的機能発揮促進事業に関する計画
活動組織

広域活動組織
特定事業実施者

市町村 6-5

1-3 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する活動計画書
活動組織

広域活動組織
市町村 6-7(1-3)

1-3
別紙１

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する活動計画書
（環境負荷低減の取組への支援）

活動組織
広域活動組織

特定事業実施者
市町村

1-4 長寿命化整備計画書
活動組織

広域活動組織
市町村

1-5 工事に関する確認書
活動組織

広域活動組織
市町村 1-12

1-6 多面的機能支払交付金　活動記録
活動組織

広域活動組織
市町村 1-6

1-7 多面的機能支払交付金　金銭出納簿
活動組織

広域活動組織
市町村 1-7

1-8 多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書
活動組織

広域活動組織
市町村 1-8

1-8
別紙１,2

多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書
（環境負荷低減の取組への支援）

活動組織
広域活動組織

特定事業実施者
市町村

1-9
多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書　環境保全型農業直接
支払交付金に係る営農活動実績報告書の提出について

活動組織
広域活動組織

特定事業実施者
市町村 1-16

1-10 財産管理台帳
活動組織

広域活動組織
- 1-11

1-11 環境負荷低減のチェックシート
活動組織

広域活動組織
特定事業実施者

市町村

1-12 環境負荷低減の取組への支援に係る実施経過報告書
活動組織

広域活動組織
特定事業実施者

市町村

1-13 環境負荷低減の取組への支援に係る履行困難理由書
活動組織

広域活動組織
特定事業実施者

市町村

活動組織、広域活動組織、特定事業実施者の作成書類

多面的機能支払交付金実施要領　様式集

番　号 様式名 作成者
申請

（提出）先

備　考
（H30までの
様式番号）

1-1 多面的機能発揮促進事業に関する計画の認定の申請について
活動組織

広域活動組織
市町村 6-6

1-2 多面的機能発揮促進事業に関する計画
活動組織

広域活動組織
市町村 6-5

1-3 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する活動計画書
活動組織

広域活動組織
市町村 6-7(1-3)

（新設） （新設） （新設） （新設）

1-4 長寿命化整備計画書
活動組織

広域活動組織
市町村

1-5 工事に関する確認書
活動組織

広域活動組織
市町村 1-12

1-6 多面的機能支払交付金　活動記録
活動組織

広域活動組織
市町村 1-6

1-7 多面的機能支払交付金　金銭出納簿
活動組織

広域活動組織
市町村 1-7

1-8 多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書
活動組織

広域活動組織
市町村 1-8

（新設） （新設） （新設） （新設）

1-9
多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書　環境保全型
農業直接支払交付金に係る営農活動実績報告書の提出につ
いて

活動組織
広域活動組織

市町村 1-16

1-10 財産管理台帳
活動組織

広域活動組織
- 1-11

（新設） （新設） （新設） （新設）

（新設） （新設） （新設） （新設）

（新設） （新設） （新設） （新設）

多面的機能支払交付金実施要領　様式集

活動組織、広域活動組織の作成書類
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番　号 様式名 作成者
申請

（提出）先

備　考
（H30までの
様式番号）

2-1 多面的機能支払交付金に係る事業計画書の提出期限の延長届出書
市町村

都道府県
都道府県

国
1-4

2-2 多面的機能発揮促進事業に関する計画の認定について 市町村
活動組織

広域活動組織
1-5(1-15)

2-3 多面的機能支払交付金に係る実施状況確認報告書 市町村 都道府県 1-9

2-4 多面的機能支払交付金に係る実施状況取りまとめ報告書 都道府県 国 1-10

2-5 広域協定の認定書 市町村 広域活動組織 5

2-6 多面的機能支払の実施に関する基本方針（要綱基本方針） 都道府県 国 3-1

2-7
多面的機能支払の実施に関する基本方針（要綱基本方針）の同意申請
書

都道府県 国 3-2

2-8 多面的機能支払交付金事業実施計画書（実績報告書）の提出について 都道府県 国 3-3

2-9 多面的機能支払交付金事業実施計画書（実績報告書）の提出について 市町村 都道府県 3-4

2-10 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する基本方針 都道府県 国 6-1

2-11
農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する基本方針の[策定/変更]
について（協議）

都道府県 国 6-2

2-12 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画 市町村 都道府県 6-3

2-13
農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画の[策定/変更]につ
いて（協議）

市町村 都道府県 6-4

2-14 多面的機能発揮促進事業に関する計画の概要 市町村 － 6-8

2-15
多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書　中山間地域等直接支
払交付金に係る実施状況報告書　環境保全型農業直接支払交付金に係
る実施結果報告書の提出について

市町村 都道府県 1-17

2-16
多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書　中山間地域等直接支
払交付金に係る実施状況報告書　環境保全型農業直接支払交付金に係
る実施結果取りまとめ報告書の提出について

都道府県 国 1-18

2-17 水田貯留機能強化計画の[策定/変更]について（協議） 市町村 都道府県

2-18 環境負荷低減への支援に係る実施状況確認結果通知書 市町村
活動組織

広域活動組織

特定事業実施者

2-19 環境負荷低減の取組への支援に係る履行困難理由書 市町村 都道府県

2-20 環境負荷低減の取組への支援に係る自然災害特例措置協議書 都道府県 国

市町村・都道府県の作成書類

多面的機能支払交付金実施要領　様式集

（新設） （新設） （新設） （新設） （新設）

2-1
多面的機能支払交付金に係る事業計画書の提出期限の延長
届出書

市町村
都道府県

都道府県
国

1-4

2-2 多面的機能発揮促進事業に関する計画の認定について 市町村
活動組織

広域活動組織
1-5(1-15)

2-3 多面的機能支払交付金に係る実施状況確認報告書 市町村 都道府県 1-9

2-4 多面的機能支払交付金に係る実施状況取りまとめ報告書 都道府県 国 1-10

2-5 広域協定の認定書 市町村 広域活動組織 5

2-6 多面的機能支払の実施に関する基本方針（要綱基本方針） 都道府県 国 3-1

2-7
多面的機能支払の実施に関する基本方針（要綱基本方針）の
同意申請書

都道府県 国 3-2

2-8
多面的機能支払交付金事業実施計画書（実績報告書）の提出
について

都道府県 国 3-3

2-9
多面的機能支払交付金事業実施計画書（実績報告書）の提出
について

市町村 都道府県 3-4

2-10 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する基本方針 都道府県 国 6-1

2-11
農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する基本方針の
[策定/変更]について（協議）

都道府県 国 6-2

2-12 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画 市町村 都道府県 6-3

2-13
農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画の[策定/
変更]について（協議）

市町村 都道府県 6-4

2-14 多面的機能発揮促進事業に関する計画の概要 市町村 － 6-8

2-15
多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書　中山間地域
等直接支払交付金に係る実施状況報告書　環境保全型農業
直接支払交付金に係る実施結果報告書の提出について

市町村 都道府県 1-17

2-16

多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書　中山間地域
等直接支払交付金に係る実施状況報告書　環境保全型農業
直接支払交付金に係る実施結果取りまとめ報告書の提出につ
いて

都道府県 国 1-18

2-17 水田貯留機能強化計画の[策定/変更]について（協議） 市町村 都道府県

（新設） （新設） （新設） （新設）

（新設） （新設） （新設） （新設）

（新設） （新設） （新設） （新設）

（新設）

市町村・都道府県の作成書類
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様式第１－３号（略） 

 

様式第１－３号（略） 

 

（別紙1）

Ⅱ． １号事業（多面的機能支払）

⇒

１．交付金額

（１）農地維持支払

地目

円/10a

円/10a

円/10a

（２）資源向上支払（共同）  

地目

円/10a

円/10a

円/10a

⇒

（３）資源向上支払（長寿命化）

地目

円/10a

円/10a ⇒

円/10a

⇒

※交付単価は、直営施工の取組状況によって異
なります。左の表には、減額する前の単価が入
力されており、直営施工を実施しない場合は、
以下に〇を付けると自動で減額されます。

直営施工を実施しない場合は○
（単価×5/6）

広域活動組織となるための規模要
件を満たさない場合は○

集落数×200万円

★活動期間中に、田から畑への地目の変更が生じた
場合は下記に記入し、市町村に提出してください。
農地維持支払の単価が活動終了年度まで田の単価と
なります。

 a

草地

この線より上に行を挿入してください。

合計 a

※広域活動組織となるための規模要件を満たさない
場合は、左記合計と集落数×200万円のいずれか小
さい方が上限となります。

a

a 円

円

円

 a 円

円

畑

田 a

この線より上に行を挿入してください。

合計

a

対象農用地面積 交付単価 年当たり交付上限額

多面的機能支払に係る活動計画書（1号事業様式）

対象組織が広域活動組織の場合は○

対象農用地面積 交付単価 年当たり交付金額

田  a 円

※複数の交付単価がある場合には、行を追加してください。
※加算措置は除きます。

※対象農用地面積とは、交付金の算定の対象となる
農用地の面積のことです。小数点以下を切り捨て、
整数で記入してください。

この線より上に行を挿入してください。

円

畑  a 円

草地  a 円

年当たり交付金額

合計

 a

草地

地目を田から畑に変更する面積

加算措置「環境負荷低減の取組に
係る支援」のみ実施する場合は〇

①②に該当
(単価×0.75)

該当なし
（単価×5/6）

①のみ該当
（修正なし）

②のみ該当
(単価×0.625)

※交付単価は、以下①、②への取組状況によって異
なります。左の表には減額する前の単価が入力され
ており、以下の該当するパターンに〇を付けると自
動で減額されます。

①多面的機能の増進活動に取り組む
②資源向上支払（共同）を５年以上実施、又は資
源向上支払（長寿命化）に取り組む

※「特定事業実施者」（令和６年度に環境保全型農
業直接支払交付金を受けていた農業者団体等）が加
算措置「環境負荷低減の取組に係る支援」のみを実
施する場合は、○を付けてください。

a 円

田
 a 円

畑

対象農用地面積 交付単価

円

（別紙1）

Ⅱ． １号事業（多面的機能支払）

⇒

１．交付金額

（１）農地維持支払

地目

円/10a

円/10a

円/10a

（２）資源向上支払（共同）  

地目

円/10a

円/10a

円/10a

（新設）

（３）資源向上支払（長寿命化）

地目

円/10a

円/10a

円/10a

⇒

多面的機能支払に係る活動計画書（1号事業様式）

対象組織が広域活動組織の場合は○

※複数の交付単価がある場合には、行を追加してください。
（新設）

対象農用地面積 交付単価 年当たり交付金額
※対象農用地面積とは、交付金の算定の対象とな
る農用地の面積のことです。小数点以下を切り捨
て、整数で記入してください。

 a 円

畑 ★活動期間中に、田から畑への地目の変更が生じ
た場合は下記に記入し、市町村に提出してくださ
い。農地維持支払の単価が活動終了年度まで田の
単価となります。

田

 a 円

草地

合計 a 円

 a 円

この線より上に行を挿入してください。 地目を田から畑に変更する面
積

 a

 a 円

畑

対象農用地面積 交付単価 年当たり交付金額

田

合計 a 円

円

この線より上に行を挿入してください。

 a 円

草地
 a

田 a 円

対象農用地面積 交付単価 年当たり交付上限額

草地
a 円

畑 a 円

円

広域活動組織となるための規
模要件を満たさない場合は○

集落数×200万円

この線より上に行を挿入してください。 ※広域活動組織となるための規模要件を満たさな
い場合は、左記合計と集落数×200万円のいずれ
か小さい方が上限となります。合計 a

※交付単価は以下①、②への取組状況によっ
て単価が異なりますので、乗じた額を記入し
てください。

①多面的機能の増進活動に取り組む
②資源向上支払（共同）を５年以上実
施、又は資源向上支払（長寿命化）に取
り組む

①②に該当　　⇒単価に0.75を乗ずる

①のみ該当　　⇒単価の修正なし
②のみ該当　　⇒単価に0.625を乗ずる

①②に該当しない⇒単価に5/6を乗ずる

※広域活動組織となるための規模要件を
満たさない場合、かつ直営施工を実施し
ない場合は、単価に5/6を乗じた額を
記入してください。

※広域活動組織となるための規模要件を
満たさない場合は、左記合計と集落数×
200万円のいずれか小さい方が上限と
なります。
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２．組織の広域化・体制強化の計画　（計画がない場合、この項目への記入は不要です）

令和 年度 令和 年度 令和 年度

以下は市町村担当者と相談の上、記入してください。

集落数

農業地域類型 都市的地域 平地農業地域 中間農業地域 山間農業地域

地域振興立法の適用 特定農山村 振興山村 過疎 半島

離島 沖縄 奄美群島 小笠原諸島

指定棚田地域の該当状況

交付金算定の対象としている農振農用地区域外の対象農用地面積

広域活動組織の設立 特定非営利活動法人化

実施予定年度

集落

農地維持支払 a
資源向上支払

（共同）
a a

資源向上支払

（長寿命化）

活動支援班の設立 ※「特定非営利活動法

人」とは、営農法人と

は別に多面的活動に関

与する法人のことで

す。

２．組織の広域化・体制強化の計画　（計画がない場合、この項目への記入は不要です）

令和 年度 令和 年度

以下は市町村担当者と相談の上、記入してください。

集落数

農業地域類型 都市的地域 平地農業地域 中間農業地域 山間農業地域

地域振興立法の適用 特定農山村 振興山村 過疎 半島

離島 沖縄 奄美群島 小笠原諸島

指定棚田地域の該当状況

交付金算定の対象としている農振農用地区域外の対象農用地面積

（新設）

農地維持支払 a
資源向上支払

（共同）
a

資源向上支払

（長寿命化）
a

広域活動組織の設立 特定非営利活動法人化 （新設）
※「特定非営利活動法

人」とは、営農法人と

は別に多面的活動に関

与する法人のことで

す。
実施予定年度

集落
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３．活動の計画

（１）農地維持支払 ※毎年度実施するものに○を記入してください。

※必ず選択してください。

※必ず選択してください。

共

通

※必ず選択してください。

地域資源の適切な保全管理のための推進活動について、１）～４）を記入してください。

１）保全管理の目標を①～⑥から選んでください。（複数選択可）

①中心経営体との役割分担による保全管理 ④集落間連携や広域的活動による保全管理

②集落営農組織を基礎とした地域ぐるみの保全管理

③地域外の経営体との協力・役割分担による保全管理 ⑥その他

２）今後、地域で取り組んでいくべき保全管理の内容を①～⑤から1項目以上選んでください。

①農地の利用集積に伴う管理作業 ④共同利用施設の保全管理

②高齢農家の農用地に係る管理作業 ⑤その他

③不在村地主等の遊休農地に係る管理作業

３）２）で選んだ内容に取り組むため、今後進めていく活動の方向性を①～⑦から1項目以上選んでください。

①担い手の人材・機材の有効活用、連携強化 ⑤不在村地主との連絡・調整体制の構築

②入り作等の近隣の担い手との協力 ⑥集落間の連携や広域的な活動

③地域住民、土地持ち非農家等を含めた体制づくり ⑦その他

④新たな保全管理の担い手の確保

22．有識者等による研修会、検討会の開催

23．その他

地域資源の適切な保全管理のための推進活動

16　異常気象時の対応

15　ため池附帯施設の保守管理

※4～13のう

ち該当する活

動項目を全て

選択してくだ

さい。

４） ２）で選んだ内容に取り組むため、毎年実践する活動を17～23から1項目以上選んでください。

17．入り作農家や土地持ち非農家を含む
　 　農業者の検討会の開催

21．地域住民等に対する意向調査、地
       域住民等との集落内調査

18．農業者に対する意向調査、農業者による現地調査

19．不在村地主との連絡体制の整備、調整等

点検結果に応じて実施

点検結果に応じて実施

農

道

⑤多様な地域資源管理の担い手による保全管理

20．集落外の住民・組織や地域住民との意見交
       換・ワークショップ・交流会の開催

14　ため池の泥上げ

13　ため池の草刈り

12　路面の維持

11　農道側溝の泥上げ

10　農道の草刈り

９　水路附帯施設の保守管理

８　水路の泥上げ

７　水路の草刈り

６　鳥獣害防護柵等の保守管理

５　畦畔・法面・防風林の草刈り

活動項目 計画活動区分

点検・

計画策定

研修

４　遊休農地発生防止のための保全管理

３　事務・組織運営等に関する研修、

　　機械の安全使用に関する研修

２　年度活動計画の策定

１　点検

５年間に各１回以上実施

実

践

活

動

農

用

地

水

路

た

め

池

点検結果に応じて実施

点検結果に応じて実施

点検結果に応じて実施

点検結果に応じて実施

洪水、台風、地震等の発生後に実施

３．活動の計画

（１）農地維持支払 ★実施する月に○を記入してください。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

共

通

地域資源の適切な保全管理のための推進活動について、１）～４）を記入してください。

１）保全管理の目標を①～⑥から選んでください。（複数選択可）

①中心経営体との役割分担による保全管理 ④集落間連携や広域的活動による保全管理

②集落営農組織を基礎とした地域ぐるみの保全管理

③地域外の経営体との協力・役割分担による保全管理 ⑥その他

２）今後、地域で取り組んでいくべき保全管理の内容を①～⑤から1項目以上選んでください。

①農地の利用集積に伴う管理作業 ④共同利用施設の保全管理

②高齢農家の農用地に係る管理作業 ⑤その他

③不在村地主等の遊休農地に係る管理作業

３）２）で選んだ内容に取り組むため、今後進めていく活動の方向性を①～⑦から1項目以上選んでください。

①担い手の人材・機材の有効活用、連携強化 ⑤不在村地主との連絡・調整体制の構築

②入り作等の近隣の担い手との協力 ⑥集落間の連携や広域的な活動

③地域住民、土地持ち非農家等を含めた体制づくり ⑦その他

④新たな保全管理の担い手の確保

22．有識者等による研修会、検討会の開催

23．その他

15　ため池附帯施設の保守管理

16　異常気象時の対応

地域資源の適切な保全管理のための推進活動

活動項目

９　水路附帯施設の保守管理

10　農道の草刈り

11　農道側溝の泥上げ

12　路面の維持

13　ため池の草刈り

14　ため池の泥上げ

１　点検

２　年度活動計画の策定

３　事務・組織運営等に関する研修、

　　機械の安全使用に関する研修

４　遊休農地発生防止のための保全管理

５　畦畔・法面・防風林の草刈り

６　鳥獣害防護柵等の保守管理

点検結果に応じて実施時期を決定

洪水、台風、地震等の発生後

７　水路の草刈り

○年度（及び○年度）に受講予定（活動期間内に各１

回以上受講）

点検結果に応じて実施時期を決定

点検結果に応じて実施時期を決定

点検結果に応じて実施時期を決定

20．集落外の住民・組織や地域住民との意見交
       換・ワークショップ・交流会の開催

４） ２）で選んだ内容に取り組むため、毎年実践する活動を17～23から1項目以上選んでください。

17．入り作農家や土地持ち非農家を含む
　 　農業者の検討会の開催

21．地域住民等に対する意向調査、地
       域住民等との集落内調査

18．農業者に対する意向調査、農業者による現地調査

19．不在村地主との連絡体制の整備、調整等

⑤多様な地域資源管理の担い手による保全管理

た

め

池

点検結果に応じて実施時期を決定

点検結果に応じて実施時期を決定

水

路

農

道

研修

実

践

活

動

農

用

地

活動区分

点検・

計画策定

毎年度の実施時期

８　水路の泥上げ
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（２）資源向上支払（共同）

　１）施設の軽微な補修、農村環境保全活動 ※毎年度実施するものに○を記入してください。

※必ず選択してください。

※必ず選択してください。

農

村

環

境

保

全

活

動

５年間に１回以上実施

機能診断結果に応じて実施

機能診断結果に応じて実施

機能診断結果に応じて実施

機能診断結果に応じて実施

51　啓発・普及活動

この線より上に行を挿入してください。

33　ため池の軽微な補修等

34　生物多様性保全計画の策定

35　水質保全計画、農地保全計画の策定

36　景観形成計画、生活環境保全計画の策定

（削る。）

24　農用地の機能診断

25　水路の機能診断

26　農道の機能診断

27　ため池の機能診断

28　年度活動計画の策定

29　機能診断・補修技術等に関する研修

30　農用地の軽微な補修等

31　水路の軽微な補修等

32　農道の軽微な補修等

38　資源循環計画の策定

計

画

策

定

啓発・普及

実

践

活

動

活動区分

施

設

の

軽

微

な

補

修

機

能

診

断

・

計

画

策

定

研修

実

践

活

動

計画

37　水田貯留機能増進計画、地下水かん養活動計画

の策定

※実施する活動をプルダウンリスト

から選択し、○をしてください。

※34～38のいずれかを選択してくだ

さい。

※24～27のうち該当する活動項目を

全て選択してください。

活動項目

（２）資源向上支払（共同）

　１）施設の軽微な補修、農村環境保全活動 ★実施する月に○を記入してください。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

25　水路の機能診断

26　農道の機能診断
施

設

の

軽

微

な

補

修

28　年度活動計画の策定

38　資源循環計画の策定

30　農用地の軽微な補修等

31　水路の軽微な補修等 機能診断結果に応じて実施時期を決定

27　ため池の機能診断

機能診断結果に応じて実施時期を決定

32　農道の軽微な補修等

33　ため池の軽微な補修等

機能診断結果に応じて実施時期を決定

機能診断結果に応じて実施時期を決定

令和○年度に受講予定（活動期間内に１回以上受講）

活動項目

機

能

診

断

・

計

画

策

定

研修

計

画

策

定

啓発・普及

24　農用地の機能診断

実

践

活

動

29　機能診断・補修技術等に関する研修

毎年度の実施時期

農

村

環

境

保

全

活

動

活動区分

農

村

環

境

保

全

活

動

この線より上に行を挿入してください。

51　啓発・普及活動

活動区分

36　景観形成計画、生活環境保全計画の策

定

37　水田貯留機能増進計画、地下水かん養

活動計画の策定

実

践

活

動

34　生物多様性保全計画の策定

35　水質保全計画、農地保全計画の策定

毎年度の実施時期
活動項目
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２）多面的機能の増進を図る活動　（任意の取組） ※毎年度実施するものに○を記入してください。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

（新設）

（新設）

56．農村環境保全活動の幅広い展開　を選択した場合、以下の太枠内も記入してください。

農村環境保全活動を１テーマ追加

多

面

的

機

能

の

増

進

を

図

る

活

動

活動区分 活動項目

59．都道府県、市町村が特に認める活動　を選択した場合、具体的な活動内容を記載してください。

56．を選択した場合に選択⇒

毎年度の実施時期
備考

「高度な保全活動の実施」

農村環境保全活動のテーマ 高度な保全活動の活動項目

↑「生態系保全」「水質保全」「景観形成・生
活環境保全」、「水田貯留機能増進・地下水か
ん養」「資源循環」から選択

この線より上に行を挿入してください。

60　広報活動・農村関係人口の拡大

※増進を図る活動を実施する場合は、活動項目を選択した上で、毎年度実施するとともに、広報活動を毎年度実施してく
ださい。
　ただし、農業地域類型区分の「中間農業地域」または「山間農業地域」、地域振興立法８法地域においては広報活動は
必須ではありません。

２）多面的機能の増進を図る活動　（任意の取組） ★実施する月に○を記入してください。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

毎年度の実施時期

※増進を図る活動を実施する場合は、活動項目を選択した上で、毎年度実施するとともに、広報活動を毎年度実施してくだ
さい。
　ただし、農業地域類型区分の「中間農業地域」または「山間農業地域」、地域振興立法８法地域においては広報活動は必
須ではありません。

備考活動区分 活動項目

この線より上に行を挿入してください。

多

面

的

機

能

の

増

進

を

図

る

活

動

60　広報活動・農的関係人口の拡大

56．農村環境保全活動の幅広い展開　を選択した場合、以下の太枠内も記入してください。

農村環境保全活動を１テーマ追加

59．都道府県、市町村が特に認める活動　を選択した場合、具体的な活動内容を記載してください。

56．を選択した場合に選択⇒ 「高度な保全活動の実施」

↑「生態系保全」「水質保全」「景観形成・生活環境
保全」、「水田貯留機能増進・地下水かん養」「資源
循環」から選択

高度な保全活動の活動項目農村環境保全活動のテーマ

　２）多面的機能の増進を図る活動（任意） ※毎年度実施するものに○を記入してください。

長期中干し

冬期湛水

夏期湛水

中干し延期

江の設置（作溝実施）

江の設置（作溝未実施）

（削る。）

多

面

的

機

能

の

増

進

を

図

る

活

動

54　地域住民による直営施工

55　防災・減災力の強化

56　農村環境保全活動の幅広い展開

57　やすらぎ・福祉及び教育機能の活用

58-2　広域活動組織における活動支援班による活動の実施

58-3　水管理を通じた環境負荷低減活動の強化

59　都道府県、市町村が特に認める活動

この線より上に行を挿入してください。

60　広報活動・農村関係人口の拡大

52　遊休農地の有効活用

53　鳥獣被害防止対策及び環境改善活動の強化

活動項目 計画活動区分

「59 都道府県、市町村が特に認める活動」を選択した場合

具体的な活動内容を記載してください。

「58-3 水管理を通じた環境負荷低減活動の強化」を選択した場合

実施する取組の実施予定面積を記入してください。

・・・高度な保全活動の活動項目②「高度な保全活動の実施」

58　農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

※増進を図る活動を実施する場合は、活動項目を選択した上で、毎年度実施するとともに、「60 広報活動・農村関係人口の拡大」を毎年度実

施してください。

　ただし、農業地域類型区分の「中間農業地域」または「山間農業地域」、地域振興立法８法地域においては「60 広報活動・農村関係人口の

拡大」は必須ではありません。

「56 農村環境保全活動の幅広い展開」を選択した場合

「①農村環境保全活動を１テーマ追加」又は「②高度な保全活動の実施」のいずれかを選択し、実施する活動を選択してくださ
い。

①農村環境保全活動を１テーマ追加 ・・・追加する農村環境保全活動
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（３）資源向上支払（長寿命化）

直営施工は実施しない

☆上記以外に農業の多面的機能の維持・発揮に必要な共同活動を実施する場合は、その活動内容を、この活
動計画書に記載してください。（別紙でも可。）（実施要領第１の２の（４）又は第２の２の（４）に基づ
く活動）

全部直営施工又は

一部直営施工を実施する
☆直営施工の実施方針について

この線より上に行を挿入してください。

工事１件当たり200万円以上となることが明らかな場合は、様式第１－４号「長寿命化整備計画書」を
作成し、添付してください。なお、１つの活動項目を分けて実施する場合は、それぞれを１件として考
えます。
※延べ数量の延長は小数点以下第２位まで記入してください。
※施設単位について、「ため池」は「箇所」、「水路」及び「農道」は「km」とします。
　「水路」「農道」でゲート等を施工するなど「箇所」単位とすることが一般的なものであっても、
　「１箇所＝0.01km」として扱い、「km」単位で記入してください。

活動内容 延べ数量

施設区分 活動項目 内容

左記が水路の

場合、うち

排水路延長

（各単位） （各単位）

（３）資源向上支払（長寿命化）

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

一部直営施工

☆上記以外に農業の多面的機能の維持・発揮に必要な共同活動を実施する場合は、その活動内容を、この活
動計画書に記載してください。（別紙でも可。）（実施要領第１の２の（４）又は第２の２の（４）に基づ
く活動）

施設区分 活動項目 内容

工事１件当たり200万円以上となることが明らかな場合は、様式第１－４号「長寿命化整備計画
書」を作成し、添付してください。なお、１つの取組を分けて実施する場合は、それぞれを１件と
して考えます。
※延べ数量の延長は小数点以下第２位まで記入してください。
（新設）

活動内容 延べ数量

この線より上に行を挿入してください。

全て直営施工

年度計画

（単位はkmか

箇所を選択）

☆直営施工の実施方針について 直営施工は実施しない
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４．加算措置

加算措置に取り組む場合は以下を記入してください。取り組まない場合、本項目に係るページは提出不要です。

（削る。）

計画

→（１）へ

→（２）へ

→（５）へ

→別葉（６）へ

→（３）へ

→（４）へ

（削る。）

多面的機能の増進を図る活動の活動項目 ↓ 活動を継続する組織のみ記入

地目

円/10a

円/10a

円/10a

年当たり交付金額

組織の体制強化に対する支援

組織の広域化・体制強化に対する支援

56 農村環境保全活動の幅広い展開

57 やすらぎ・福祉及び教育機能の活用

54 地域住民による直営施工

55 防災・減災力の強化

58 農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

加算一覧

本事業計画の活動 前年度又は変更前の活動

★適用条件

活動を継続する組織　…（本事業計画の活動項目数）＞（前年度又は変更前の活動項目数）

新規の組織　　　　　…　本事業計画の活動項目数２つ以上

（１）多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援

52 遊休農地の有効活用

53 鳥獣被害防止対策及び環境改善活動の強化

項目

多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援

農村協働力の深化に向けた活動への支援

水田の貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援

環境負荷低減の取組への支援

a 円

（削る。）

円

畑
a 円

合計

58-2 広域活動組織における活動支援班による活動の実施

58-3 水管理を通じた環境負荷低減活動の強化

※資源向上支払（共同）の交付単価の減額条件
に該当する場合は、本加算措置の交付単価も同
様に減額されます。

田

対象農用地面積 交付単価

a

59 都道府県、市町村が特に認める活動

※対象農用地面積とは、交付金の算定の対象と
なる農用地の面積のことです。小数点以下を切
り捨て、整数で記入してください。

円
草地

a

４．加算措置

加算措置に取り組む場合は以下を記入してください。取り組まない場合、この先３枚は提出不要です。

対象農用地面積は小数点以下を切り捨て、整数で記入してください。

（１）農地維持支払の小規模集落支援

地目

円/10a

円/10a

円/10a

適用条件の確認

（新設）

多面的機能の増進を図る活動の取組項目数 ↓ 取組を継続中の組織のみ記入

地目

円/10a

円/10a

円/10a

（２）資源向上支払（共同）の多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援

項目

a 円

（新設）

地域住民による直営施工

防災・減災力の強化

遊休農地の有効活用

農地周りの環境改善活動の強化

都道府県、市町村が特に認める活動

農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

（新設）

農村環境保全活動の幅広い展開

やすらぎ・福祉及び教育機能の活用

a

対象農用地面積 交付単価 年当たり交付金額

田
a

※資源向上支払（共同）の交付単価の減額条件に該当する場合は、加算
措置の交付単価も同様に減額する。

円

合計
a 円

★ 多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援の
適用条件

○取組を継続する活動組織又は広域活動組織
　本事業計画の取組項目数
　　　　　＞前年度又は変更前の取組項目数

○新規の活動組織又は広域活動組織
　本事業計画の取組項目数　２つ以上

円

草地
a

円

畑

a 円

畑
a 円

集落

本事業計画の取組 前年度又は変更前の取組

★小規模集落支援の適用条件

○小規模集落の総農家戸数が10戸以下である

○小規模集落がこれまでに農地・水・環境保全向上
対策、農地・水保全管理支払、多面的機能支払の交
付対象になっていない

田

対象農用地面積 交付単価 年当たり交付金額

小規模集落数 集落名

合計
a 円

草地

（新設）

多面的機能の増進を図る活動の活動項目 ↓ 活動を継続する組織のみ記入

地目

円/10a

円/10a

円/10a

56 農村環境保全活動の幅広い展開

57 やすらぎ・福祉及び教育機能の活用

54 地域住民による直営施工

55 防災・減災力の強化

58 農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

年当たり交付金額

前年度又は変更前の活動

★適用条件

活動を継続する組織　…（本事業計画の活動項目数）＞（前年度又は変更前の活動項目数）

新規の組織　　　　　…　本事業計画の活動項目数２つ以上

（１）多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援

52 遊休農地の有効活用

53 鳥獣被害防止対策及び環境改善活動の強化

項目 本事業計画の活動

（削る。） ※資源向上支払（共同）の交付単価の減額条件に該当

する場合は、本加算措置の交付単価も同様に減額され
ます。

円

畑
a 円

合計

58-2 広域活動組織における活動支援班による活動の実施

58-3 水管理を通じた環境負荷低減活動の強化

（削る。）

田

対象農用地面積 交付単価

a

59 都道府県、市町村が特に認める活動

※対象農用地面積とは、交付金の算定の対象となる農

用地の面積のことです。小数点以下を切り捨て、整数
で記入してください。

円
草地

a

a 円

（２）資源向上支払（共同）の多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援

適用条件の確認

（新設）

（新設）

多面的機能の増進を図る活動の取組項目数 ↓ 取組を継続中の組織のみ記入

地目

円/10a

円/10a

円/10a

（新設）

（新設）

（新設）

項目 本事業計画の取組 前年度又は変更前の取組

遊休農地の有効活用

農地周りの環境改善活動の強化

a 円

農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

やすらぎ・福祉及び教育機能の活用

地域住民による直営施工

防災・減災力の強化

a 円

対象農用地面積

合計

★ 多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援
の適用条件

○取組を継続する活動組織又は広域活動組織
　本事業計画の取組項目数
　　　　　＞前年度又は変更前の取組項目数

○新規の活動組織又は広域活動組織
　本事業計画の取組項目数　２つ以上

都道府県、市町村が特に認める活動

a 円

（新設）
※資源向上支払（共同）の交付単価の減額条件に該当する場合は、加算措置
の交付単価も同様に減額する。

農村環境保全活動の幅広い展開

交付単価 年当たり交付金額

a

草地

畑

田

円
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適用条件の確認

①　多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援を受ける

②　農業者以外の割合

・ 組織の構成員

農業者 個人 =

農業者以外 個人 = ･･･①

合計 個人 = ･･･②

・ 農業者以外の割合 ・・・ ①／②

③－１　共同活動に参加する構成員の総人数の８割が参加する実践活動の実施 

= 以上が

参加する実践活動を毎年度行う。

③－２　あるいは、役員に女性が 人

　　　　参加する実践活動を、２種以上、それぞれ別の日に実施

= 以上が

参加する実践活動を、２種以上、それぞれ別の日に毎年度行う。

地目

円/10a

円/10a

円/10a

令和 年度

合計

40,000 円/年・組織

★ 農村協働力の深化に向けた活動への支援の適用条
件

○多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援を受
けること

○構成員の農業者以外の割合　４割以上

○共同活動に参加する構成員の総人数（※）の８割以
上が参加する実践活動を行うこと、あるいは女性役員
が２名以上の組織で構成員の総人数の６割以上が参加

する実践活動を複数回行うこと
※構成員個人と、団体の構成員のうち共同活動に参加
する人数の合計

対象農用地面積 交付単価

③－１、２いずれの場合も、共同活動に参加する構成員の総人数の内訳がわかる名簿（様式自由）を添付してください。

円

※特定非営利活動法人の加算措置を受ける場合は、特定非営利活動促進法第13条第２項の登記事項証明書の写しを提出してください。

200ha以上1,000ha未満

又は特定非営利活動法人
80,000 円/年・組織

1,000ha以上 160,000 円/年・組織

※対象農用地面積とは、交付金の算定の対象となる農用地の面積のことです。

小数点以下を切り捨て、整数で記入してください。

区分 該当するものに○ 交付額

３集落以上

又は50ha以上200ha未満

※北海道にあっては、３集落以上又は1,500ha以上3,000ha未満のとき40,000円／年・組織、3,000ha以上15,000ha未満又は特定非

営利活動法人のとき80,000円／年・組織、15,000ha以上のとき160,000円／年・組織に置き換える。

（２）農村協働力の深化に向けた活動への支援（令和６年度廃止（令和10年度までの経過措置））

団体 人・団体

人 +団体 団体

人

選任されていて、共同活動に参加する構成員の総人数の６割が

人・団体

+ 団体の構成員のうち、共同活動に参加する人数

%

　個人 人 + 団体の構成員のうち、共同活動に参加する人数

共同活動に参加する構成員の総人数

人 +団体

のうち、８割にあたる

人 +団体 団体 人・団体

a

年当たり交付金額

草地

a 円

畑

※資源向上支払（共同）の交付単価の減額条件に該当する場合は、本加算措置

の交付単価も同様に減額されます。

（４）組織の広域化・体制強化に対する支援（令和６年度廃止（令和10年度までの経過措置））

a 円

人

人

人

（３）組織の体制強化に対する支援

人

区分 交付年度 交付額

円

広域活動組織の設立及び活動支援班の設置 400,000 円/広域活動組織

　個人 人

人 のうち、6割にあたる

a

田

共同活動に参加する構成員の総人数

適用条件の確認

①　多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援を受ける

②　農業者以外の割合

・ 組織の構成員

農業者 個人 =

農業者以外 個人 = ･･･①

合計 個人 = ･･･②

・ 農業者以外の割合 ・・・ ①／②

③－１ 共同活動に参加する構成員の総人数の８割が参加する実践活動の実施 

= 以上が

参加する実践活動を毎年度行う。

③－２ あるいは、役員に女性が 人

　　　　参加する実践活動を、２種以上、それぞれ別の日に実施

= 以上が

参加する実践活動を、２種以上、それぞれ別の日に毎年度行う。

地目

円/10a

円/10a

円/10a

（新設）

※北海道にあっては、３集落以上又は1,500ha以上3,000ha未満のとき40,000円／年・組織、3,000ha以上
15,000ha未満又は特定非営利活動法人のとき80,000円／年・組織、15,000ha以上のとき160,000円／年・組織
に置き換える。

200ha以上1,000ha未満

又は特定非営利活動法人
80,000 円/年・組織

1,000ha以上 160,000 円/年・組織

※資源向上支払（共同）の交付単価の減額条件に該当する場合は、加算措置

の交付単価も同様に減額する。

（４）組織の広域化・体制強化に対する支援

区分 交付額該当するものに○

３集落以上

又は50ha以上200ha未満
40,000 円/年・組織

団体 人・団体

交付単価 年当たり交付金額

a 円

a 円

%

個人 人 + 団体の構成員のうち、共同活動に参加する人数 人

共同活動に参加する構成員の総人数 人 のうち、８割にあたる 人

対象農用地面積

人 +団体

③－１、２いずれの場合も、共同活動に参加する構成員の総人数の内訳がわかる名簿（様式自由）を添付してください。

★ 農村協働力の深化に向けた活動への支援の

適用条件

○多面的機能の更なる増進に向けた活動への支

援を受けること

○構成員の農業者以外の割合　４割以上

○共同活動に参加する構成員の総人数（※）の

８割以上が参加する実践活動を行うこと、ある

いは女性役員が２名以上の組織で構成員の総人

数の６割以上が参加する実践活動を複数回行う

こと

※構成員個人と、団体の構成員のうち共同活動

に参加する人数の合計

選任されていて、共同活動に参加する構成員の総人数の６割が

　個人

人 +団体 団体 人・団体

（３）資源向上支払（共同）の農村協働力の深化に向けた活動への支援

人 +団体 団体 人・団体

※特定非営利活動法人の加算措置を受ける場合は、特定非営利活動促進法第13条第２項の登記事項証明書の写しを提出
してください。

人 + 団体の構成員のうち、共同活動に参加する人数 人

共同活動に参加する構成員の総人数 人 のうち、6割にあたる 人

草地

畑

田

合計

a 円

a 円

（新設）

（新設）

※北海道にあっては、３集落以上又は1,500ha以上3,000ha未満のとき40,000円／年・組織、3,000ha以上15,000ha未満又は特定非

営利活動法人のとき80,000円／年・組織、15,000ha以上のとき160,000円／年・組織に置き換える。

※特定非営利活動法人の加算措置を受ける場合は、特定非営利活動促進法第13条第２項の登記事項証明書の写しを提出してください。

３集落以上

又は50ha以上200ha未満
40,000 円/年・組織

200ha以上1,000ha未満

又は特定非営利活動法人
80,000 円/年・組織

1,000ha以上 160,000 円/年・組織

（４）組織の広域化・体制強化に対する支援

区分 該当するものに○ 交付額
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a　実施期間

令和 年度 令和 年度

ｂ　実施計画

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

c　最終年度における実施面積及び加算額

（参考）広域活動組織における集落ごとの実施面積と割合

d　活動実施区域位置図

別添３「田んぼダム実施区域位置図」のとおり

　※なお、別添１「実施区域位置図」に田んぼダム実施区域位置を記載している場合、別添３は省略できる。

※資源向上支払（共同）の交付単価の減額条件に該当する場合は、本加算措置の交付単価も同様に減額されます。

年度

開始年度 最終年度

0%

集落名

a a

全対象農用地面積地目

（５）水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援

年次計画・実施体制等

a

a a

a a

対象農用地面積
うち、実施面積

備考

0%

0%

実施面積の

割合

0%a

年当たりの

加算額
交付単価

円/10a
田

うち、実施面積

0%

実施面積の

割合

★適用条件

①資源向上支払（共同）の交付を受ける田面積のうち５割以上において、雨水貯留機能の強化 （田んぼダム）を

　推進する活動を行っていること。

②広域活動組織にあっては、本活動を実施する集落ごとに、資源向上支払（共同）の交付を受ける水田面積のうち

　５割以上において、雨水貯留機能の強化 （田んぼダム）を推進する活動を行っていること。

　（実施しない集落の面積は対象農用地面積より除くこと。）

※最終年度は、資源向上（共同）の活動終了年度と同じです。

a　実施期間

年度 年度

ｂ　実施計画

年度

年度

年度

年度

年度

c　最終年度における実施面積及び加算額

（参考）広域活動組織における集落ごとの実施面積と割合

d　活動実施区域位置図

別添３「田んぼダム実施区域位置図」のとおり

　※なお、別添１「実施区域位置図」に田んぼダム実施区域位置を記載している場合、別添３は省略できる。

開始年度 最終年度

※資源向上支払（共同）の交付単価の減額条件に該当する場合は、本加算措置の交付単価も同様に減額する。

集落名 対象農用地面積
実施面積の

割合
備考

うち、実施面積

田
円/10a 0%

地目 全対象農用地面積 交付単価
年当たりの

加算額

実施面積の

割合うち、実施面積

a a 0%

a a 0%

a a 0%

a a 0%

年度 年次計画・実施体制等

（５）水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援

適用条件の確認

①資源向上支払（共同）の交付を受ける田面積のうち５割以上において、雨水貯留機能の強化 （田んぼダム）

を

　推進する活動を行っていること。

②広域活動組織にあっては、本活動を実施する集落ごとに、資源向上支払（共同）の交付を受ける水田面積のう

ち

　５割以上において、雨水貯留機能の強化 （田んぼダム）を推進する活動を行っていること。
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（別添２）

      　　　年　　　月　　　日

（

新

設

）

（

新

設

）

（

新

設

）

（新設）

注１：「多面的機能支払」「中山間地域等直接支払」「環境保全型農業直接支払」の欄は、各支払に取り組む者に○印を記入。

注２：多面的機能支払に取り組む場合は、「分類番号」を分類番号リストの１～１３から選択。

注３：「農業者」とは、協定に位置付けられている農用地において農業生産活動等（多面的機能支払においては、耕作又は養畜）を実施する
　　　農業者又は団体である。

注４：中山間地域等直接支払の場合には、「分類記号」を分類記号リストのA～Mから選択するとともに、「年齢分類記号」を年齢分類記号リストの
         ア～コから選択。

注5：他の市町村で環境保全型農業直接支払を実施している場合は、その市町村名を全て記載すること。

（新設）

他の市町村で環境保全型農

業直接支払を実施している場

合は、その市町村名を全て記

載

（新設）

構成員一覧

役職名

氏名

（代表者名、

団体名）

住所

多面的機

能支払

中山間地域等

直接支払
環境保全型農業直接支払

分類

番号
（新設）

分類

記号

年齢

分類

記号

多面的機能支払分類記号リスト

個人とし

て参加
1 農業者個人

2 農事組合法人

3 営農組合

4 その他の農業者団体

個人とし

て参加
5 農業者以外個人

6 自治会

7 女性会

8 子供会

9 土地改良区

10 JA

11 学校・PTA

12 NPO

13 その他の農業者以外団体

農

業

者

農

業

者

以

外

団体とし

て参加

団体とし

て参加

中山間地域等直接支払分類記号リスト

A 交付農用地を持つ農業者

B 交付農用地を持たない農業者

C 農地所有適格法人

D 特定農業法人

E
その他法人

（NPO法人、公益法人等）

F 機械・施設共同利用組織

G 農作業受委託組織

H 栽培協定

I その他の組織

J 土地改良区

K 水利組合

L 非農業者（人）

M その他

農業者

（人）

法人

農業生産

組織

その他

年齢分類記号リスト

ア 39歳以下

イ 40～44歳

ウ 45～49歳

エ 50～54歳

オ 55～59歳

カ 60～64歳

キ 65～69歳

ク 70～74歳

ケ 75～79歳

コ 80歳以上

（別添２）

      　　　年　　　月　　　日

認

定

済

申

請

中

又

は

申

請

予

定

申

請

予

定

無

し

注７：「多面的機能支払」のみに取り組む場合、住所の記入は不要。

構成員一覧

多面的機能

支払

中山間地域等

直接支払

注6：「みどり認定」の欄は、みどりの食料システム法に基づき、環境負荷低減事業活動実施計画又は特定環境負荷低減事業活動実施計画を作成し、
　　　都道府県知事の認定を受けた若しくは受ける予定がある、又は申請予定がない場合についてもいずれかに○をすること。

注２：多面的機能支払に取り組む場合は、「分類番号」を分類番号リストの１～１３から選択。

注３：「農業者」とは、協定に位置付けられている農用地において農業生産活動等（多面的機能支払においては、耕作又は養畜）を実施する
　　　農業者又は団体である。

注４：中山間地域等直接支払の場合には、「分類記号」を分類記号リストのA～Mから選択するとともに、「年齢分類記号」を年齢分類記号リストの
         ア～コから選択。
　　　また、市町村の中山間地域等直接支払担当部局と税務部局との間で調整が調っている場合には、例えば、「農業所得の確認に関する承諾」欄や
　　　「生年月日」欄など、農業所得の確認の承諾に必要な欄を本様式に設けることができる。この場合、「農業所得の確認に関する承諾書」
　　　（参考様式第４号別紙様式５）の作成は不要。

注5：他の市町村で環境保全型農業直接支払を実施している場合は、その市町村名を全て記載すること。

注１：「多面的機能支払」「中山間地域等直接支払」「環境保全型農業直接支払」の欄は、各支払に取り組む者に○印を記入。

役職名 年齢

分類

記号

分類

記号

備考

活動支

援班員

環境保全型農業直接支払

分類

番号

住所

氏名

（代表者名、

団体名）

みどり認定

他の市町村で環境保全型農業

直接支払を実施している場合

は、その市町村名を全て記載

多面的機能支払分類記号リスト

個人とし

て参加
1 農業者個人

2 農事組合法人

3 営農組合

4 その他の農業者団体

個人とし

て参加
5 農業者以外個人

6 自治会

7 女性会

8 子供会

9 土地改良区

10 JA

11 学校・PTA

12 NPO

13 その他の農業者以外団体

農

業

者

農

業

者

以

外

団体とし

て参加

団体とし

て参加

中山間地域等直接支払分類記号リスト

A 交付農用地を持つ農業者

B 交付農用地を持たない農業者

C 農地所有適格法人

D 特定農業法人

E
その他法人

（NPO法人、公益法人等）

F 機械・施設共同利用組織

G 農作業受委託組織

H 栽培協定

I その他の組織

J 土地改良区

K 水利組合

L 非農業者（人）

M その他

農業者

（人）

法人

農業生産

組織

その他

年齢分類記号リスト

ア 39歳以下

イ 40～44歳

ウ 45～49歳

エ 50～54歳

オ 55～59歳

カ 60～64歳

キ 65～69歳

ク 70～74歳

ケ 75～79歳

コ 80歳以上
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別添４）

環境負荷低減の取組実施区域位置図 活動組織名称：

注１）　別添１「実施区域位置図」に環境負荷低減の取組実施区域位置を記載している場合、本様式は省略ができる。
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（新設）  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（別葉）

a　 実施期間

※最終年度は、資源向上（共同）の活動終了年度と同じです。

令和 年度 令和 年度

ｂ　実施時期

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

※必要に応じて欄を追加してください。

c　活動の計画

※ 計画面積は、対象活動別（同一の対象活動であっても、単価毎）に、a未満を切り捨てた値を記載すること。

※ 計画面積は、取組ごとに、２年目以降の取組面積が初年度の取組面積を下回らず、終了年度の取組面積が初年度の取組面積を上回る必要があります。

※ 資源向上支払（共同）の活動期間の途中からみどり加算に取り組む場合は、当該活動期間中の実施計画のみを記入します。

d　活動実施区域位置図

別添４「環境負荷低減の取組実施区域位置図」のとおり

　※なお、別添１「実施区域位置図」に環境負荷低減の取組実施区域を記載している場合、別添４は省略できます。

e　（特定事業実施者のみ）添付書類

特定事業実施者の場合であって、

　農業者の組織する団体の場合、規約など令和６年度に環境保全型農業直接支払交付金の交付を受けていたことが分かる書類

　一定の要件を満たす農業者の場合、一定の要件を満たし令和６年度に環境保全型農業直接支払交付金の交付を受けていたことが分かる書類

円 円 円

a a a a a 円 円 円 円 円

a 3,000 円/10a 円 円a a a a

円

江の設置等

（作溝実施） a a a a a 4,000 円/10a 円 円 円 円 円

円 円 円

江の設置等

（作溝未実施）

a 8,000 円/10a 円 円
夏期湛水

a a

中干し延期
a a a a a 3,000 円/10a 円

a a

冬期湛水
a a a a a 4,000 円/10a 円 円 円 円 円

円 円 円

４年目

交付上限額

５年目

交付上限額
備考

長期中干し
a a a a a 800 円/10a 円 円 円 円 円

５年目

計画面積

（畦畔除く）

交付単価
１年目

交付上限額

２年目

交付上限額

３年目

交付上限額
取組項目

１年目

計画面積

（畦畔除く）

２年目

計画面積

（畦畔除く）

３年目

計画面積

（畦畔除く）

４年目

計画面積

（畦畔除く）

合計

（６）環境負荷低減の取組への支援

開始年度

取組項目
化学肥料及び化学合成農薬を

5割以上低減する活動

内容 実施時期 作物名 栽培時期

最終年度
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 【活動組織から市町村に提出するもの】 農林水産省様式

○○年○○月○○日

○○活動組織

住　所　　○○県○○市○○丁目

代　表　　○○　○○

○○土地改良区

住　所　

理事長　　　○○○○

（活動の対象となる施設及び内容）

第１条　活動組織が行う多面的機能支払交付金に係る活動の対象となる施設及び活動期間は、別添
　　　「多面的機能支払交付金に係る活動計画書」のⅠに定めるとおりとする。

　　２　活動組織が資源向上支払交付金により行う活動は、別添「多面的機能支払交付金に係る活
　　　動計画書」のⅡに定めるとおりとする。

（様式第１－５号）

工事に関する確認書

　多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け25農振第2254号農林水産事務次官依命通
知)別紙２の第５の５の（１）のカに基づき、○○活動組織（以下「活動組織」という。）と○○
土地改良区（以下「土地改良区」という。）は、○○に存する水路、農道等の地域資源の質的向上
を図る共同活動並びに施設の長寿命化のための活動が円滑に実施できるよう、下記のとおり工事に
関して確認する。

記

（工事の施行に関する条件）

第２条　活動組織は、工事の施行に当たって、常に災害等の防止に努めるものとし、当該工事が原
　　　因で、第三者に損害を与え、若しくは与えるおそれのあるときは、活動組織の負担において
　　　必要な措置を講ずるものとする。

　 ３　活動組織は、土地改良区が管理する施設に関し、工事に当たって詳細な工事内容について
     土地改良区に提出し、工事内容に変更が生じた場合には、あらかじめ、土地改良区に協議
     し、その指示を受けるとともに、工事が完了したときは、土地改良区にその旨を報告し、土
     地改良区は書類確認を行うとともに、必要に応じて現地確認を行うものとする。

（その他）

第３条　この確認書に定めのない事項、又は疑義が生じた場合には、土地改良区と活動組織が協
      議をして定めるものとする。

　上記確認書の締結を証するため、土地改良区と活動組織は、本書２通を作成し記名の上、そ
れぞれ１通を保有するものとする。

　 ２　土地改良区が管理する施設に関し、活動組織が実施する工事によって生じた工作物等は、
     土地改良区に無償で譲渡するものとする。その際には、あらかじめ土地改良区と協議し、工
     作物等の譲渡に必要となる工作物等の所在、構造、規模、数量等が明示された図面等の書類
     の作成、譲渡の時期及びその他必要となる手続について、土地改良区の指示を受けるものと
     する。

（新設） （新設）

○○年○○月○○日

（新設）

（新設）

代　表　　○○　○○

○○土地改良区

住　所　

理事長　　　○○○○

（活動の対象となる施設及び内容）

第１条　活動組織が行う多面的機能支払交付金に係る活動の対象となる施設及び活動期間は、別添
　　　「多面的機能支払交付金に係る活動計画書」のⅠに定めるとおりとする。

　　２　活動組織が資源向上支払交付金により行う活動は、別添「多面的機能支払交付金に係る活
　　　動計画書」のⅡに定めるとおりとする。

（様式第１－５号）

工事に関する確認書

　多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け25農振第2254号農林水産事務次官依命通
知)別紙２の第５の５の（１）のエに基づき、○○活動組織（以下「活動組織」という。）と○○
土地改良区（以下「土地改良区」という。）は、○○に存する水路、農道等の地域資源の質的向上
を図る共同活動並びに施設の長寿命化のための活動が円滑に実施できるよう、下記のとおり工事に
関して確認する。

記

（工事の施行に関する条件）

第２条　活動組織は、工事の施行に当たって、常に災害等の防止に努めるものとし、当該工事が原
　　　因で、第三者に損害を与え、若しくは与えるおそれのあるときは、活動組織の負担において
　　　必要な措置を講ずるものとする。

　 ３　活動組織は、土地改良区が管理する施設に関し、工事に当たって詳細な工事内容について
     土地改良区に提出し、工事内容に変更が生じた場合には、あらかじめ、土地改良区に協議
     し、その指示を受けるとともに、工事が完了したときは、土地改良区にその旨を報告し、土
     地改良区は書類確認を行うとともに、必要に応じて現地確認を行うものとする。

（その他）

第３条　この確認書に定めのない事項、又は疑義が生じた場合には、土地改良区と活動組織が協
      議をして定めるものとする。

　上記確認書の締結を証するため、土地改良区と活動組織は、本書２通を作成し記名の上、そ
れぞれ１通を保有するものとする。

　 ２　土地改良区が管理する施設に関し、活動組織が実施する工事によって生じた工作物等は、
     土地改良区に無償で譲渡するものとする。その際には、あらかじめ土地改良区と協議し、工
     作物等の譲渡に必要となる工作物等の所在、構造、規模、数量等が明示された図面等の書類
     の作成、譲渡の時期及びその他必要となる手続について、土地改良区の指示を受けるものと
     する。
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（様式第１－６号） 農林水産省様式

【活動組織から市町村に提出するもの】 組織名：

★「実施時間」には休憩時間を含めず、実働時間を記入してください。

この線より上に行を挿入してください。

農業者
農業者

以外
合計

0人 0人活動に参加した最大人数

日付 農業者
農業者

以外

総参加

人数
支払区分 （削る。） 活動項目活動時間

年度　多面的機能支払交付金　活動記録

★「活動項目番号」欄には、実施要領別記1-2の国が定める活動指針における活動項目の番号及び要領第1の２の(1)に基づき都道府県が定める要綱基本方針におい
て追加された活動項目の番号を記入します。その他、事務処理は200番、会議等は300番を記入します。
　同一日に複数の活動を行った場合は、該当する全ての活動項目番号を左詰めで一行に記入してください。番号欄が足りない場合は、複数行に分けて記入してくだ
さい。

活動実施日及び活動時間 活動参加人数

活動項目番号（左詰め）

活動内容
備考（具体的な活動内容を記

入）

（様式第１－６号） 農林水産省様式

【活動組織から市町村に提出するもの】 組織名：

★「実施時間」には休憩時間を含めず、実働時間を記入してください。

開始時刻 実施時間

この線より上に行を挿入してください。

農業者

農業

者以

外

合計

0人 0人

活動実施日時 活動参加人数

活動項目番号（左詰め）

活動内容

実施時間 総参加

人数
活動項目

活動に参加した最大人数

年度　多面的機能支払交付金　活動記録

★「活動項目番号」欄には、実施要領別記1-2の国が定める活動指針における活動項目の番号及び要領第1の２の(1)に基づき都道府県が
定める要綱基本方針において追加された活動項目の番号を記入します。その他、事務処理は200番、会議等は300番を記入します。
　同一日に複数の活動を行った場合は、該当する全ての活動項目番号を左詰めで一行に記入してください。番号欄が足りない場合は、複数
行に分けて記入してください。

備考（具体的な活動内容を記

入）日付 農業者
農業者

以外
支払区分 活動区分
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（様式第１－7号） 農林水産省様式

【活動組織から市町村に提出するもの】 組織名：

年度　多面的機能支払交付金 金銭出納簿

残高（円）

この線より上に行を挿入してください。

合　　計

※領収書は、通し番号を記入した上で、必ず保管しておいてください。

【集計】 　 1 農地維持・資源向上（共同）（円） 【集計】 2 資源向上（長寿命化）（円）

収入

１.前年度持越

２.交付金

３.利子等

４.日当

（削る。） （削る。）

５.外注費

６.その他支出

７.返還

※「分類」には、下表を参考に該当する費目の番号を記入します。（他組織との交付金のやりとりがある場合は、その旨を備考欄に記載）

番号 費目

1 前年度持越

2 交付金

3 利子等

4 日当

（削
る。）

（削る。）

5 外注費

6 その他支出

7 返還

項目

１.前年度持越

（削る。）

金額

２.交付金

３.利子等

４.日当

  次年度への持越（残高）

合　　計

５.外注費

６.その他支出

（削る。）

７.返還

  次年度への持越（残高）

○○活動組織

★「分類」欄は、分類番号（１～８）から選択してください。

★「区分」欄には、農地維持・資源向上（共同）に係る収支は「１」を、資源向上（長寿命化）に係る収支は「２」を必ず入力してください。
　　区別ができない収支は「１」を記入してください。

★農地維持・資源向上（共同）の交付金を活用して資源向上（長寿命化）の活動を行った際の費用は、区分を「１」にし、「長寿命化への活用」欄に○を記入して
　ください。

★交付金交付前に活動資金を構成員が一時的に立て替えて会計口座へ繰り入れた場合は、収入欄にその立替額を記入してください。
　また、返済の際は返済額をマイナスの収入として収入欄に記入し、一時的な立替額が収入/支出の合計に計上されないようにしてください。

項目

内　　容

支出

区分日付 分類
長寿命化

への活用
備考

活動

実施日

領収書

等番号
収入（円） 支出（円）

収入 支出

金額

（削る。） （削る。）

内　　　容　       （例）

前年度からの持越金

農地維持支払交付金、資源向上支払交付金（共同）、資源向上支払交付金（長寿命化）、他の活動組織からの融通額・返還額

合　　計

利子等、構成員による活動資金の立替金

活動参加者に対して支払った日当

補修・更新等の工事等（調査、設計、測量、試験等を含む）に係る建設業者等への外注費、事務の外注費など

「４ 日当」、「5 外注費」以外の支出
具体的には、
・資材（砕石、砂利、ｾﾒﾝﾄなど）の購入費、活動に必要な機械（草刈り機など）の購入費、パソコンなどのリース費、車両、機械等の借り上げ費、花の種、苗代など
・技術指導等のために外部から招く専門家等への謝金、活動に係る旅費、保険料、文具代及び光熱費の費用、アルバイト等への賃金、草刈り機や車の燃料代、役員報酬、
お茶代、加算措置「環境負荷低減の取組に係る支援」の取組を実施する農業者に対する配分など

返還金、他の活動組織への融通額・返還額

（削る。）

（様式第１－7号） 農林水産省様式

【活動組織から市町村に提出するもの】 組織名：

年度　多面的機能支払交付金 金銭出納簿

残高（円）

この線より上に行を挿入してください。

合　　計

※領収書は、通し番号を記入した上で、必ず保管しておいてください。

【集計】 　 1 農地維持・資源向上（共同）（円） 【集計】 2 資源向上（長寿命化）（円）

収入

１.前年度持越

２.交付金

３.利子等

※「分類」には、下表を参考に該当する費目の番号を記入します。（他組織との交付金のやりとりがある場合は、その旨を備考欄に記載）

番号 費目

1 前年度持越

2 交付金

3 利子等

4 日当

5 購入・リース費

6 外注費

7 その他支出

8 返還

技術指導等のために外部から招く専門家等への謝金、活動に係る旅費、保険料、文具代及び光熱費の費用、アルバイト等への賃金、草刈り機や車の燃料代、役員報酬、お
茶代など

返還金、他の活動組織への融通額・返還額

４.日当

６.外注費

７.その他支出

８.返還

前年度からの持越金

農地維持支払交付金、資源向上支払交付金（共同）、資源向上支払交付金（長寿命化）、他の活動組織からの融通額・返還額

利子等、構成員による活動資金の立替金

活動参加者に対して支払った日当

資材（砕石、砂利、ｾﾒﾝﾄなど）の購入費、活動に必要な機械（草刈り機など）の購入費、パソコンなどのリース費、車両、機械等の借り上げ費、花の種、苗代など

補修・更新等の工事等（調査、設計、測量、試験等を含む）に係る建設業者等への外注費、事務の外注費など

合　　計 合　　計

内　　　容　       （例）

８.返還

  次年度への持越（残高）   次年度への持越（残高）

６.外注費

７.その他支出

４.日当

５.購入・リース費 ５.購入・リース費

２.交付金

３.利子等

項目
金額

支出 収入 支出

１.前年度持越

項目
金額

領収書

番号

活動

実施日
備考

長寿命化

への活用
日付 分類 内　　容 区分 収入（円） 支出（円）

○○活動組織

★「分類」欄は、分類番号（１～８）から選択してください。

★「区分」欄には、農地維持・資源向上（共同）に係る収支は「１」を、資源向上（長寿命化）に係る収支は「２」を必ず入力してください。
　　区別ができない収支は「１」を記入してください。

★農地維持・資源向上（共同）の交付金を活用して資源向上（長寿命化）の活動を行った際の費用は、区分を「１」にし、「長寿命化への活用」欄に○を記入して
　ください。

★交付金交付前に活動資金を構成員が一時的に立て替えて会計口座へ繰り入れた場合は、収入欄にその立替額を記入してください。
　また、返済の際は返済額をマイナスの収入として収入欄に記入し、一時的な立替額が収入/支出の合計に計上されないようにしてください。
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（様式第1－８号）

【活動組織から市町村に提出するもの】 農林水産省様式

長　殿

組織名称

代表者氏名

年度　多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書

□

□

□

○年○月○日

　多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け25農振第2254号農林水産事務次官依命通知）
別紙１の第５の７及び別紙２の第５の10に基づき、多面的機能支払交付金の実施状況について、別添の
とおり報告します。

実施経過報告の時点で全て実施済みで報告しているため、環境負荷低減の取組への支援に係る報告を省
略します。

実施経過報告書を見込みで報告しましたが、内容に変更がないため別紙１及び２を省略し生産記録等の
みを提出します。

実施経過報告書から変更があったので別紙１及び２のとおり報告します。

（注１）該当する項目の□に■を入れること。

（注３）特定事業実施者の場合、「（別添）多面的機能交付金に係る実施状況報告書」を省略できる。

（環境負荷低減の取組への支援を受ける場合）

（注２）実施状況経過報告書から変更があった場合は変更があった箇所のみを報告することも可。

（様式第1－８号）

【活動組織から市町村に提出するもの】 農林水産省様式

長　殿

組織名称

代表者氏名

○年度　多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書

（新設）

○年○月○日

市町村

　多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け25農振第2254号農林水産事務次官依命通知）
別紙１の第５の７及び別紙２の第５の10に基づき、多面的機能支払交付金の実施状況について、別添の
とおり報告します。
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（別添）

１．

２．

３．

４．

５．

１．

２．

３．

４．

５．

多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書

組織名称

＜○年度　収支実績　　○年○月○日現在＞

収

入

の

部

項　　目 金額 備　考

前年度からの持越金

（農地維持・資源向上（共同））

資源向上（長寿命化）交付金

利子等

前年度からの持越金

（資源向上（長寿命化））

農地維持・資源向上（共同）交付金

次年度への持越金

（農地維持・資源向上（共同））
（持越金の使用予定（使用時期、使用内容）等を記入）

　合　　　計

支

出

の

部

項　　目 金額 備　考

支出総額

（農地維持・資源向上（共同））

外注費

その他

日当

その他

返還

支出総額（資源向上（長寿命化））

日当

外注費

　合　　　計

次年度への持越金

（資源向上（長寿命化））
（持越金の使用予定（使用時期、使用内容）等を記入）

購入・リース費

購入・リース費

（別添）

１．

２．

３．

４．

５．

１．

２．

３．

４．

５．

収

入

の

部

項　　目 金額 備　考

前年度からの持越金

（農地維持・資源向上（共同））

前年度からの持越金

（資源向上（長寿命化））

農地維持・資源向上（共同）交付金

資源向上（長寿命化）交付金

利子等

返還

持越金の使用予定（使用時期、使用内容）を記入（別紙「持越金

の使用予定表」を作成する場合は、「別紙のとおり」と記入）

次年度への持越金

（資源向上（長寿命化））

＜○年度　収支実績　　○年○月○日現在＞

多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書

組織名称 ○○活動組織

　合　　　計

支出総額（資源向上（長寿命化））

日当

支

出

の

部

項　　目 金額 備　考

支出総額

（農地維持・資源向上（共同））

日当

その他

外注費

その他

持越金の使用予定（使用時期、使用内容）を記入（別紙「持越金

の使用予定表」を作成する場合は、「別紙のとおり」と記入）

　合　　　計

外注費

次年度への持越金

（農地維持・資源向上（共同））

（削る。）

（削る。）



- 48 - 

  

１． 総会又は運営委員会の実施時期

実施状況について、以下のとおり、総会又は運営委員会を開催し構成員の了解を得ています。

２．組織の広域化・体制強化の状況

２．組織の広域化・体制強化の計画下記にあてはまる場合は○を記入してください。

「計画」欄：活動計画書において計画した活動に「○」、計画外の活動項目に「－」を記入する。

（１）農地維持支払

農地維持支払交付金の交付を受けずに活動を実施した場合も記入してください。

計画 実施

活動区分

23　その他

地

域

資

源

の

適

切

な

保

全

管

理

の

た

め

の

推

進

活

動

17　農業者の検討会の開催

地

域

資

源

の

基

礎

的

な

保

全

活

動

活動項目 計画 実施

12　路面の維持

18　農業者に対する意向調査、現地調査

共通 16　異常気象時の対応

水

路
８　水路の泥上げ

10　農道の草刈り

た

め

池

13　ため池の草刈り

備考

22　有識者等による研修会、検討会の開催

19　不在村地主との連絡体制の整備等

20　集落外住民や地域住民との意見交換等

21　地域住民等に対する意向調査等

農

道

活動項目 備考

「実施」欄：活動要件を満たした活動項目に「○」、
　　　　　　要件を満たせなかった場合や実施しなかった場合に「×」、
　　　　　　対象外の活動項目には「－」を記入する。

「備考」欄：「実施」欄に「×」を記入した場合は要件を満たせなかった理由や実施しなかった理由を記入する。

活動支援班の設立

活動区分 

７　水路の草刈り

実

践

活

動

開催日 ○年○月○日

広域活動組織 特定非営利活動法人

３． 多面的機能支払交付金に係る事業の成果

２　年度活動計画の策定

11　農道側溝の泥上げ

農

用

地

４　遊休農地発生防止のための保全管理

６　鳥獣害防護柵等の保守管理

９　水路附帯施設の保守管理

研修

遊休農地解消面積

点検・

計画策定

１　点検

５　畦畔・法面・防風林の草刈り

14　ため池の泥上げ

15　ため池附帯施設の保守管理

 a

３　事務・組織運営等に関する研修

　　機械の安全使用に関する研修

実施（予定）年度：○年

実施（予定）年度：○年

１． 総会又は運営委員会の実施時期

下記のとおり、総会又は運営委員会を開催し構成員の了解を得ています。

２．組織の広域化・体制強化の状況

２．組織の広域化・体制強化の計画下記にあてはまる場合は○を記入してください。

「計画」欄：活動計画書において計画した活動に「○」、計画外の活動項目に「－」を記入する。

（１）農地維持支払

農地維持支払交付金の交付を受けずに活動を実施した場合も記入してください。

計画 実施

実施日

実施日

実施日

開催日

活動区分

農

用

地

水

路

農

道

 a

「実施」欄：活動要件を満たした活動項目に「○」、要件を満たせなかった場合や実施しなかった
　　　　　　場合に「×」を記入する。対象外の活動項目には「－」を記入する。

地

域

資

源

の

基

礎

的

な

保

全

活

動

特定非営利活動法人広域活動組織

活動区分 活動項目 計画 実施 備考

14　ため池の泥上げ

11　農道側溝の泥上げ

12　路面の維持

22　有識者等による研修会、検討会の開催

15　ため池附帯施設の保守管理

16　異常気象時の対応

た

め

池

共通

21　地域住民等に対する意向調査等

13　ため池の草刈り

６　鳥獣害防護柵等の保守管理

７　水路の草刈り

８　水路の泥上げ

９　水路附帯施設の保守管理

10　農道の草刈り

活動項目

３． 多面的機能支払交付金に係る事業の成果

実

践

活

動

２　年度活動計画の策定

４　遊休農地発生防止のための保全管理

「備考」欄：「実施」欄に「○」を記入した場合は具体的な活動内容や研修実施日等を記入する。
　　　　　　「実施」欄に「×」を記入した場合は要件を満たせなかった理由や実施しなかった理由を記入する。

備考

１　点検

（新設）

３　事務・組織運営等に関する研修、

　　機械の安全使用に関する研修

23　その他

17　農業者の検討会の開催

20　集落外住民や地域住民との意見交換等

点検・

計画策定

研修

地

域

資

源

の

適

切

な

保

全

管

理

の

た

め

の

推

進

活

動

18　農業者に対する意向調査、現地調査

19　不在村地主との連絡体制の整備等

５　畦畔・法面・防風林の草刈り

○年○月○日

遊休農地解消面積
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（２）資源向上支払（共同）

資源向上支払交付金（共同）の交付を受けずに活動を実施した場合も記入してください。

計画 実施

28　年度活動計画の策定

31　水路の軽微な補修等

33　ため池の軽微な補修等

実施（予定）年度：○年

32　農道の軽微な補修等

27　ため池の機能診断

35　水質保全計画、農地保全計画の策定

36　景観形成計画、生活環境保全計画の策定

37　水田貯留機能増進計画、地下水かん養活

動計画の策定

38　資源循環計画の策定

実

践

活

動

34　生物多様性保全計画の策定

機

能

診

断

・

計

画

策

定

24　農用地の機能診断

25　水路の機能診断

26　農道の機能診断

実

践

活

動

30　農用地の軽微な補修等

農

村

環

境

保

全

活

動

計

画

策

定

「活動計画書」と同じ行数になるよう、この線より上に行を挿入してください。

研

修

活動区分 活動項目 備考

施

設

の

軽

微

な

補

修

29　機能診断・補修技術等に関する研修

51　啓発・普及活動啓発・普及

（２）資源向上支払（共同）

資源向上支払交付金（共同）の交付を受けずに活動を実施した場合も記入してください。

計画 実施

研

修
29　機能診断・補修技術等に関する研修

実施日

27　ため池の機能診断

活動区分 活動項目 備考

施

設

の

軽

微

な

補

修

機

能

診

断

・

計

画

策

定

24　農用地の機能診断

25　水路の機能診断

26　農道の機能診断

28　年度活動計画の策定
実施日

実

践

活

動

30　農用地の軽微な補修等

31　水路の軽微な補修等

32　農道の軽微な補修等

33　ため池の軽微な補修等

農

村

環

境

保

全

活

動

計

画

策

定

34　生物多様性保全計画の策定

35　水質保全計画、農地保全計画の策定

36　景観形成計画、生活環境保全計画の策定

37　水田貯留機能増進計画、地下水かん養活

動計画の策定

「活動計画書」と同じ行数になるよう、この線より上に行を挿入してください。

啓発・普及 51　啓発・普及活動

38　資源循環計画の策定

実

践

活

動
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 計画 実施

計画 実施

実施

計画 実施

【加算措置に取り組む場合】

環境負荷低減活動

長期中干し

冬期湛水

夏期湛水

中干し延期

江の設置（作溝実施）

活動項目 備考

江の設置（作溝未実施）

55　防災・減災力の強化

a a

農村協働力の深化に向けた活動への支援

58　農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

53　鳥獣被害防止対策及び環境改善活動の強化

54　地域住民による直営施工

60　広報活動・農村関係人口の拡大

58-2　広域活動組織における活動支援班による活動の

実施

58-3　水管理を通じた環境負荷低減活動の強化

59　都道府県、市町村が特に認める活動

取組面積

【58-3 水管理を通じた環境負荷低減活動の強化に取り組む場合（該当取組のみ記載）】

水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援

実施面積（右記の内数）

環境負荷低減の取組への支援
別紙１及び別紙２に記入してください。

加算措置

全対象水田面積

加算措置 備考（参加人数及び内容等を記入）

a

多

面

的

機

能

の

増

進

を

図

る

活

動

52　遊休農地の有効活用

56　農村環境保全活動の幅広い展開

a

a

a

a

a

加算措置

活動区分

57　やすらぎ・福祉及び教育機能の活用

計画 実施

計画 実施

実施

計画 実施

（新設）

加算措置 実施面積（右記の内数） 全対象水田面積

水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援

a a

【加算措置に取り組む場合】

加算措置 備考（参加人数及び内容等を記入）

農村協働力の深化に向けた活動への支援

59　都道府県、市町村が特に認める活動

60　広報活動・農村関係人口の拡大

（新設）

58　農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

（新設）

（新設）

55　防災・減災力の強化

56　農村環境保全活動の幅広い展開

57　やすらぎ・福祉及び教育機能の活用

活動区分 活動項目 備考

多

面

的

機

能

の

増

進

を

図

る

活

動

52　遊休農地の有効活用

53　鳥獣被害防止対策及び環境改善活動の強化

54　地域住民による直営施工

計画 実施

55　防災・減災力の強化

54　地域住民による直営施工多

面

的

機

能

の

増

進

を

図

る

活

動

活動区分

（新設）

58　農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化

（新設）

活動項目 備考

57　やすらぎ・福祉及び教育機能の活用

59　都道府県、市町村が特に認める活動

56　農村環境保全活動の幅広い展開

60　広報活動・農的関係人口の拡大

52　遊休農地の有効活用

53　鳥獣被害防止対策及び環境改善活動の強化
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（３）資源向上支払（長寿命化）

以下に当てはまる場合は○を記入してください。

農地中間管理機構の借り受け

甚大な自然災害による特例措置の適用

上記を適用して取り組んだ活動内容

　※施設名（〇〇水路等）及び具体の活動内容（L=〇〇mの復旧等）を記載すること。

消費税に係る課税事業者の該当の有無

以下の体制強化の取組に当てはまる場合は○を記入してください。

・今年度、新たに構成員が加わった。

・今年度、都道府県等が行うマッチングの仕組みを活用した。

（仕組みを活用して人材を確保できた）

（仕組みを活用したが人材の確保はできなかった）

・今年度、新たに集落内外の人材・団体等（※）と連携して活動した。

　　※学校、企業、農業に関心のある非農業者等

・今年度、新たに土地改良区、JA等に事務を委託した。

計画

左記が水路の

場合、うち

排水路延長

（km）

左記が水路の

場合、うち排水路

延長（km）

実績

※延べ数量の延長は小数点以下第２位まで記入してください。

※施設単位について、「ため池」は「箇所」、「水路」及び「農道」は「km」とします。

　「水路」「農道」でゲート等を施工するなど「箇所」単位とすることが一般的なものであっても、

　「１箇所＝0.01km」として扱い、「km」単位で記入してください。

調査・

設計等

のみ（km,箇所） 前年度まで

「活動計画書」と同じ行数になるよう、この線より上に行を挿入してください。

施設区分 活動項目 内容

延べ数量

本年度 合計

完成数量（km,箇所）

（３）資源向上支払（長寿命化）

以下に当てはまる場合は○を記入してください。

農地中間管理機構の借り受け

（新設）

消費税に係る課税事業者の該当の有無

（新設）

施設区分 活動項目 内容

延べ数量

（新設）

完成数量（km,箇所）

（新設）

（新設）

計画 実績

「活動計画書」と同じ行数になるよう、この線より上に行を挿入してください。

調査・

設計等

のみ（km,箇所） 前年度まで 本年度 （新設） 合計
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（新設）  

 

  

  

  

（別紙１）環境負荷低減の取組への支援

1　実施時期

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

※ ２月以降に活動が終了する場合は見込みのみを記載してください。

※ 必要に応じて欄を追加してください。

2　a  活動の計画（要件確認のため活動計画から転記）

　　b　実施面積（報告年度のみ記載すること）

※　実施面積は、対象活動別（同一の対象活動であっても、単価毎）に、a未満を切り捨てた値を記載してください。

※　同一圃場に対しては、複数の取組を行った場合に加算されるのは１つのみです。

※　構成員別実施面積（別紙３）を添付してください。

３　添付書類

・生産記録

・その他都道府県又は市町村が求める書類

取組項目
化学肥料及び化学合成農薬を

5割以上低減する活動

内容 実施時期 作物名 栽培時期

「備考」欄：報告年度の実施面積が計画面積を下回った場合又は「１年目 計画面積」を下回った場合は、その理由を記入する。

３年目

計画面積

（畦畔除く）

４年目

計画面積

（畦畔除く）

４年目

交付上限額

５年目

交付上限額
備考

長期中干し
a a a a a 800 円/10a 円 円 円 円 円

５年目

計画面積

（畦畔除く）

交付単価
１年目

交付上限額

２年目

交付上限額

３年目

交付上限額
取組項目

１年目

計画面積

（畦畔除く）

２年目

計画面積

（畦畔除く）

冬期湛水
a a a a a 4,000 円/10a 円 円 円 円 円

円

円

円 円 円

夏期湛水
a a

中干し延期
a a a a a

a a

円 円 円

a 8,000 円/10a 円 円

3,000 円/10a 円

円 円

江の設置等

（作溝未実施） a a a a

江の設置等

（作溝実施） a a a a

円

円

a 3,000 円/10a 円 円

a 4,000 円/10a 円

円 円 円

３年目

交付額

４年目

交付額

５年目

交付額
備考

円 円 円合計 a a a a a

取組項目

１年目

実施面積

（畦畔除く）

２年目

実施面積

（畦畔除く）

３年目

実施面積

（畦畔除く）

４年目

実施面積

（畦畔除く）

５年目

実施面積

（畦畔除く）

交付単価
１年目

交付額

２年目

交付額

円

円

円 円 円

長期中干し
a a

冬期湛水
a a a a a

a a

円 円 円

a 800 円/10a

江の設置等

（作溝実施） a a a a

円 円

4,000 円/10a 円

中干し延期
a a a a

夏期湛水
a a a a a 8,000 円/10a 円

江の設置等

（作溝未実施） a a a a

合計 a a a a

円 円 円a 4,000 円/10a 円

円

a 3,000 円/10a 円 円 円

円

円 円

円 円

円

円 円a 円 円 円

円 円 円 円a 3,000 円/10a 円
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙２）環境負荷低減の取組への支援 組織名：

年度　環境負荷低減の取組の構成員別実施面積

氏名
対象取組

（内容）

化学肥料及び化学合成農薬を

５割以上低減する活動（作物

名）

実施面積

（a）
備考

長期中干し 0a

冬期湛水 0a

夏期湛水 0a

中干し延期 0a

江の設置等 （作溝実施） 0a

江の設置等 （作溝未実施） 0a

0a

※ ２月以降に活動が終了する場合は見込みを記載してください。

※ 必要に応じて欄を追加してください。

合計

集計
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別紙３

　次年度への持越金が当該年度交付金の３割を超え、かつ、１００万円以上である場合に作成。

　算定根拠について、市町村担当者から提出を求められた場合には添付すること。

使用時期 使用内容 算定根拠

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

市町村担当者における妥当性の確認欄

持越金の使用予定表
農地維持・資源向上（共同）

上記の内容について、妥当であると認める。

担当者記名確認結果

使用予定金額

計

別紙

　次年度への持越金が当該年度交付金の３割を超え、かつ、１００万円以上である場合に作成。

　算定根拠について、市町村担当者から提出を求められた場合には添付すること。

使用時期 使用内容 算定根拠

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

市町村担当者における妥当性の確認欄

上記の内容について、妥当であると認める。

持越金の使用予定表
農地維持・資源向上（共同）

使用予定金額

計

確認結果 担当者記名
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別紙３

　次年度への持越金が当該年度交付金の３割を超え、かつ、１００万円以上である場合に作成。

　算定根拠について、市町村担当者から提出を求められた場合には添付すること。

使用時期 使用内容 算定根拠

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

市町村担当者における妥当性の確認欄

確認結果 担当者記名

上記の内容について、妥当であると認める。

持越金の使用予定表
資源向上（長寿命化）

使用予定金額

計

別紙

　次年度への持越金が当該年度交付金の３割を超え、かつ、１００万円以上である場合に作成。

　算定根拠について、市町村担当者から提出を求められた場合には添付すること。

使用時期 使用内容 算定根拠

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

市町村担当者における妥当性の確認欄

確認結果 担当者記名

上記の内容について、妥当であると認める。

持越金の使用予定表
資源向上（長寿命化）

使用予定金額

計
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（様式第１－９号）

【活動組織から市町村に提出するもの】　　　　　　　　　　　　　　　　　　 農林水産省様式

年 月 日

殿

　 年度

の提出（報告）について

記

1 ○○年度　多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書

（注１）該当する項目の□に■を入れる。

2 ○○年度　環境保全型農業支払交付金に係る営農活動実績報告書

□　実施状況報告書から変更があったので共通様式第３号（別紙）のとおり報告します。

（注１）該当する項目の□に■を入れる。

（注２）関係書類として共通様式第３号（別紙）の営農活動計画書に準じた営農活動実績報告書を
作成すること。

報告年月日

名　　　称

○○○○市町村長
代表者名

○○
多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書

環境保全型農業直接支払交付金に係る営農活動実績報告書

   多面的機能支払交付金実施要綱（平成２6年４月１日付け２5農振第2254号農林水産事務次官
依命通知）別紙１の第５の７及び別紙２の第５の10及び環境保全型農業直接支払交付金実施要領
（平成23年４月１日付け22生産第10954号生産局長通知）第１3の１の規定に基づき、下記関係書
類を添えて提出（報告）する。

（環境負荷低減への支援を受ける場合）

□　実施経過報告書を見込みで報告しましたが、内容に変更がないため別紙を省略し生産
記録等のみを提出します。

（注２）実施状況報告書から変更があった場合は変更があった箇所のみを報告することも可。

環境保全型農業直接支払交付金の営農活動実績について以下のとおり報告します。

□　実施状況報告書を見込みで報告しましたが、内容に変更がないため共通様式第３号
（別紙）を省略し生産記録等のみを提出します。

（注３）特定事業実施者の場合、「（別添）多面的機能交付金に係る実施状況報告書」を省略で
きる。

□　実施経過報告書から変更があったので別紙のとおり報告します。

□　実施経過報告の時点で全て実施済みで報告しているため、環境負荷低減の取組への
支援に係る報告を省略します。

（様式第１－９号）

【活動組織から市町村に提出するもの】　　　　　　　　　　　　　　　　　　 農林水産省様式

年 月 日

殿

　 年度

の提出（報告）について

記

1 ○○年度　多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書

2 ○○年度　環境保全型農業支払交付金に係る営農活動実績報告書

□　実施状況報告書から変更があったので別紙のとおり報告します。

（注１）該当する項目の□に■を入れる。

□　実施状況報告書を見込みで報告しましたが、内容に変更がないため別紙を省略し生産
記録等のみを提出します。

（注２）実施状況報告書から変更があった場合は変更があった箇所のみを報告することも可。

環境保全型農業直接支払交付金の営農活動実績について以下のとおり報告します。

○○
多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書

環境保全型農業直接支払交付金に係る営農活動実績報告書

   多面的機能支払交付金実施要綱（平成２6年４月１日付け２5農振第2254号農林水産事務次官
依命通知）別紙１の第５の７及び別紙２の第５の８及び環境保全型農業直接支払交付金実施要領
（平成23年４月１日付け22生産第10954号生産局長通知）第１3の１の規定に基づき、下記関係書
類を添えて提出（報告）する。

（新設）

報告年月日

名　　　称

○○○○市町村長
代表者名
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（新設）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

（様式第１－11号） 農林水産省様式

組織名：

申請時 報告時 申請時 報告時

（します） （しました） （します） （しました）

「環境負荷低減の取組への支援」（※1）の交付を受ける

場合
全ての活動組織、広域活動組織、特定事業実施者

肥料の適正な保管

「環境負荷低減の取組への支援」（※1）の交付を受ける

場合

肥料の使用状況等の記録・保存に努める

申請時 報告時

申請時 報告時 （します） （しました）

（します） （しました） 多面支払（※2）の活動で農薬を使った除草や害虫駆除等を行う場合

農薬の適正な使用・保管 生態系への影響が想定される工事等を実施する場合

「環境負荷低減の取組への支援」（※1）の交付を受ける

場合
生態系に配慮した事業実施に努める

農薬の使用状況等の記録・保存

申請時 報告時

申請時 報告時 （します） （しました）

（します） （しました） 全ての活動組織、広域活動組織、特定事業実施者

活動組織で作業機械等を所有している場合

作業機械等の燃料の使用状況の記録・保存に努める

活動組織で作業機械等を所有している場合 全ての活動組織、広域活動組織、特定事業実施者

関係法令の遵守

活動組織で作業機械等を所有している場合

作業機械等の適切な整備と管理の実施に努める

申請時 報告時 全ての活動組織、広域活動組織、特定事業実施者

（します） （しました） 正しい知識に基づく作業安全に努める

全ての活動組織及び広域活動組織（特定事業実施者を除

く）

※1　多面的機能支払交付金実施要綱別紙２の第６の２の（１）のウのｄ及び第４の１の（３）の活動をいう。

※2　便宜上、多面的機能支払交付金のことを「多面支払」と表記する。

⑦

特定事業実施者

のみ

除草や水路の泥上げ等を行う場合には、気温や周辺環境

等を考慮し、草や土砂等を適切に処理することで悪臭・

害虫の発生防止・低減に努める

注１　申請時は該当する全ての項目の「します」の□にチェックし、報告時（活動期間の最終年度）は

　実施した内容を踏まえ、該当する全ての項目の「しました」の□にチェックしてください。

注２　記載内容に該当しない場合は「（該当しない　□）」にチェックしてください。この場合、

　当該項目の申請時・報告時のチェックは不要です。

（４）悪臭及び害虫の発生防止 該当しない ⑭

省エネを意識し、作業機械等の不必要・非効率なエネル

ギー消費をしないよう努める
⑬

⑥
⑫

⑤ 「みどりの食料システム戦略」を理解し、適切な事業実施に努める

（７）環境関係法令の遵守等 該当しない

（３）エネルギーの節減 該当しない

⑪

③

多面支払（※2）の活動で農薬を使った除草や害虫駆除等

を行う場合やみどり加算の交付を受ける場合

雑草や害虫の発生状況を推定し、除草や害虫駆除等の要否及び実施時期

の判断に努める

⑩

④

（６）生物多様性への悪影響の防止 該当しない

（２）適正な除草や害虫駆除等 該当しない

⑨

プラ等廃棄物の削減に努め、適正に処理

②

①

⑧

申請時記入日：　　　　年　　　　月

報告時記入日：　　　　年　　　　月

多面的機能支払交付金　環境負荷低減のクロスコンプライアンス（みどりチェック）　チェックシート

○○活動組織

（１）適正な施肥 該当しない （５）廃棄物の発生抑制、適正な循環的な利用及び適正な処分 該当しない
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式第１－12号）

【活動組織から市町村に提出するもの】 農林水産省様式

長　殿

年度 多面的機能支払交付金に係る実施経過報告書（環境負荷低減の取組への支援）

□ 報告内容は全て実施済みです。

□ 報告内容は見込みのものも含まれます。

（注）該当する項目の□に■を入れること。

令和〇年〇月〇日

　　多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け25農振第2254号農林水産事務次官依命通知）別紙
２の第５の８に基づき、多面的機能支払交付金の実施経過（環境負荷低減の取組への支援）について、別添の
とおり報告します。
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

（別紙１）環境負荷低減の取組への支援

1　実施時期

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

※ ２月以降に活動が終了する場合は見込みのみを記載してください。

※ 必要に応じて欄を追加してください。

2　a  活動の計画（要件確認のため活動計画から転記）

　　b　実施面積（報告年度のみ記載すること）

※　実施面積は、対象活動別（同一の対象活動であっても、単価毎）に、a未満を切り捨てた値を記載してください。

※　同一圃場に対しては、複数の取組を行った場合に加算されるのは１つのみです。

※　構成員別実施面積（別紙３）を添付してください。

３　添付書類

・生産記録

・その他都道府県又は市町村が求める書類

取組項目
化学肥料及び化学合成農薬を

5割以上低減する活動

内容 実施時期 作物名 栽培時期

「備考」欄：報告年度の実施面積が計画面積を下回った場合又は「１年目 計画面積」を下回った場合は、その理由を記入する。

３年目

計画面積

（畦畔除く）

４年目

計画面積

（畦畔除く）

４年目

交付上限額

５年目

交付上限額
備考

長期中干し
a a a a a 800 円/10a 円 円 円 円 円

５年目

計画面積

（畦畔除く）

交付単価
１年目

交付上限額

２年目

交付上限額

３年目

交付上限額
取組項目

１年目

計画面積

（畦畔除く）

２年目

計画面積

（畦畔除く）

冬期湛水
a a a a a 4,000 円/10a 円 円 円 円 円

円

円

円 円 円

夏期湛水
a a

中干し延期
a a a a a

a a

円 円 円

a 8,000 円/10a 円 円

3,000 円/10a 円

円 円

江の設置等

（作溝未実施） a a a a

江の設置等

（作溝実施） a a a a

円

円

a 3,000 円/10a 円 円

a 4,000 円/10a 円

円 円 円

３年目

交付額

４年目

交付額

５年目

交付額
備考

円 円 円合計 a a a a a

取組項目

１年目

実施面積

（畦畔除く）

２年目

実施面積

（畦畔除く）

３年目

実施面積

（畦畔除く）

４年目

実施面積

（畦畔除く）

５年目

実施面積

（畦畔除く）

交付単価
１年目

交付額

２年目

交付額

円

円

円 円 円

長期中干し
a a

冬期湛水
a a a a a

a a

円 円 円

a 800 円/10a

江の設置等

（作溝実施） a a a a

円 円

4,000 円/10a 円

中干し延期
a a a a

夏期湛水
a a a a a 8,000 円/10a 円

江の設置等

（作溝未実施） a a a a

合計 a a a a

円 円 円a 4,000 円/10a 円

円

a 3,000 円/10a 円 円 円

円

円 円

円 円

円

円 円a 円 円 円

円 円 円 円a 3,000 円/10a 円
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙２）環境負荷低減の取組への支援 組織名：

年度　環境負荷低減の取組の構成員別実施面積

氏名
対象取組

（内容）

化学肥料及び化学合成農薬を

５割以上低減する活動（作物

名）

実施面積

（a）
備考

長期中干し 0a

冬期湛水 0a

夏期湛水 0a

中干し延期 0a

江の設置等 （作溝実施） 0a

江の設置等 （作溝未実施） 0a

0a

※ ２月以降に活動が終了する場合は見込みを記載してください。

※ 必要に応じて欄を追加してください。

合計

集計
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式第１－13号）
【活動組織から市町村に提出するもの】 農林水産省様式

　 市町村長　殿
組織名又は氏名

                                        　　　       

代表者氏名（法人又は組織のみ）

別紙

組織名又は氏名

対象活動の実施状況

取組面積

（a）

履行が困難

となった面積

（a）

対象取組

（内容）

化学肥料及び化学

合成農薬を５割以

上低減する取組

（作物名）

年　　　月　　　日

加算措置「環境負荷低減の取組への支援」の履行が困難である旨の理由書

　　多面的機能支払交付金実施要領（平成26年４月１日付け25農振第2255号農村振興局長通知）の別記１－２第４の７に基づき、下記の
とおり提出する。

記

加算措置「環境負荷低減の取組への支援」の履行が困難となったほ場及びその内容

自然災害の

具体的な内容
ほ場所在地取組実施者名

対象活動の履行が

困難となった農地

１．加算措置「環境負荷低減の取組への支援」の履行が困難となったほ場及びその内容　（別紙）
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（様式第２－１号）
【市町村から都道府県に提出するもの】
【都道府県から国に提出するもの】 農林水産省様式

番 　　　　　号

年　　月　　日

殿

１．事業計画書の提出期限を延長する地域の範囲

２．延長が必要な理由

〈施行注意〉

１．

２．

3．

4．

  多面的機能支払交付金実施要領（平成26年４月１日付25農振第2255号農林水産省農村振興局長通知)
の第１の６の（１）（第２の８の（１））に基づき、下記のとおり、○○年度における事業計画書の提出期限の延長を
届け出る。

記

　市町村長は、事業計画書の提出期限を延長する場合には本様式にて都道府県知事へ届け出るもの
とする。

　都道府県は、市町村から届け出があった場合には、本様式により各地方農政局管内の都府県にあっ
ては各地方農政局長、北海道にあっては農村振興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局
長へ報告するものとする。

　資源向上支払交付金の事業計画書の提出期限延長を行う場合には、標題の（農地維持支払交付
金）を（資源向上支払交付金）に、「第１の６の（１）」を「第２の８の（１）」に置き換えるものとする。

　農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金のいずれも事業計画書の提出期限延長を行う場合
には、標題の（農地維持支払交付金）を（農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金）に、「第１の
６の（１）」を「第１の６の（１）及び第２の８の（１）」に置き換えるものとする。

○○都道府県知事

地方農政局長（北海道にあっては農
村振興局長、沖縄県にあっては内閣
府沖縄総合事務局長）

　　　　　 ○○市町村長　

○○都道府県知事

多面的機能支払交付金（農地維持支払交付金）（資源向上支払交付金）に
係る事業計画書の提出期限の延長届出書

（様式第２－１号）
【市町村から都道府県に提出するもの】
【都道府県から国に提出するもの】 農林水産省様式

番 　　　　　号

年　　月　　日

殿

１．事業計画書の提出期限を延長する地域の範囲

２．延長が必要な理由

〈施行注意〉

１．

２．

3．

4．

記

　市町村長は、事業計画書の提出期限を延長する場合には本様式にて都道府県知事へ届け出るもの
とする。

　都道府県は、市町村から届け出があった場合には、本様式により各地方農政局管内の都府県にあっ
ては各地方農政局長、北海道にあっては農村振興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局
長へ報告するものとする。

　資源向上支払交付金の事業計画書の提出期限延長を行う場合には、標題の（農地維持支払交付
金）を（資源向上支払交付金）に、「第１の5の（１）」を「第２の7の（１）」に置き換えるものとする。

　農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金のいずれも事業計画書の提出期限延長を行う場合
には、標題の（農地維持支払交付金）を（農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金）に、「第１の
5の（１）」を「第１の5の（１）及び第２の7の（１）」に置き換えるものとする。

○○都道府県知事

地方農政局長（北海道にあっては農
村振興局長、沖縄県にあっては内閣
府沖縄総合事務局長）

　　　　　 ○○市町村長　

○○都道府県知事

多面的機能支払交付金（農地維持支払交付金）（資源向上支払交付金）に
係る事業計画書の提出期限の延長届出書

  多面的機能支払交付金実施要領（平成26年４月１日付25農振第2255号農林水産省農村振興局長通知)
の第１の5の（１）（第２の7の（１））に基づき、下記のとおり、○○年度における事業計画書の提出期限の延長を
届け出る。
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（別紙）

実施状況確認表

○年度

組織

合
計

農
業
者
以
外

農
業
者

合
計
団
体
数

子
供
会

（
団
体
数

）

女
性
会

（
団
体
数

）

自
治
会

(

団
体
数

）

合
計
団
体
数

そ
の
他
の
農
業
者
団
体

（
団
体
数

）

そ
の
他
の
農
業
者
以
外
団
体
 

（
団
体
数

）

N
P
O

（
団
体
数

）

学
校
・
P
T
A

（
団
体
数

）

Ｊ
Ａ

（
団
体
数

）

土
地
改
良
区

（
団
体
数

）

活動に参加した最
大人数

構成員（農業者以外）

団体

個
人

合計

都
道
府
県
名

対
象
組
織
名

市
町
村
名

個
人

構成員（農業者）

団体

広域化・
体制強化

営
農
組
合

（
団
体
数

）

農
事
組
合
法
人

（
団
体
数

）

活
動
支
援
班
の
設
置

特
定
非
営
利
活
動
法
人

広
域
活
動
組
織

（別紙）

実施状況確認表

○年度

組織合計

広
域
活
動
組
織

特
定
非
営
利
活
動
法
人

（
新
設

）

農
事
組
合
法
人

（
団
体
数

）

営
農
組
合

（
団
体
数

）

そ
の
他
の
農
業
者
団
体

（
団
体
数

）

合
計
団
体
数

個
人

団体

個
人

団体

活動に参加した最
大人数

農
業
者
以
外

合
計

農
業
者

都
道
府
県
名

市
町
村
名

対
象
組
織
名

広域化・
体制強化

構成員（農業者） 構成員（農業者以外）

自
治
会

(

団
体
数

）

女
性
会

（
団
体
数

）

子
供
会

（
団
体
数

）

土
地
改
良
区

（
団
体
数

）

Ｊ
Ａ

（
団
体
数

）

学
校
・
P
T
A

（
団
体
数

）

N
P
O

（
団
体
数

）

そ
の
他
の
農
業
者
以
外
団
体
 

（
団
体
数

）

合
計
団
体
数

う
ち
遊
休
農
地
面
積

(

a

)

う
ち
中
山
間
と
の
重
複
面
積

(

a

)

（
新
設

）

活
動
開
始
年
度

活
動
終
了
年
度

田

（
ａ

）

畑

（
ａ

）

草
地

（
ａ

）

計

（
ａ

）

農地維持支払
資源向上支払

（共同）
資源向上支払
（長寿命化）

活動期間 認定農用地面積（a）

保全管理する施設

活
動
開
始
年
度

活
動
終
了
年
度

活
動
開
始
年
度

活
動
終
了
年
度

水
路

（
k
m

）

農
道

（
k
m

）

た
め
池

（
箇
所

）

う
ち
解
消
す
る
遊
休
農
地
面
積

(

a

)

う
ち
中
山
間
と
の
重
複
面
積

(

a

)

う
ち

、
排
水
路

（
ｋ
ｍ

）

活
動
終
了
年
度

活
動
開
始
年
度

活
動
終
了
年
度

活
動
開
始
年
度

活
動
終
了
年
度

活
動
開
始
年
度

水
路

（
k
m

）

農
道

（
k
m

）

た
め
池

（
箇
所

）

活動期間

農地維持支払
資源向上支払

（共同）

計

（
ａ

）

草
地

（
ａ

）

畑

（
ａ

）

田

（
ａ

）

資源向上支払
（長寿命化）

保全管理する施設

認定農用地面積（a）
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う
ち

、
排
水
路

（
ｋ
ｍ

）

う
ち
農
振
農
用
地
区
域
外

面
積

（
a

）

う
ち
農
振
農
用
地
区
域
外

面
積

（
a

）

対象農用地面積（a）

草
地

(

a

)

水
路

（
k
m

）

農
道

（
k
m

）

た
め
池

（
箇
所

）

計

(

a

)

田

(

a

)

畑

(

a

)

草
地

(

a

)

計

(

a

)

田

(

a

)

畑

(

a

)

農地維持支払 資源向上支払（共同）
長寿命化を行う施設

（
新
設

）

う
ち
農
振
農
用
地
区
域
外

面
積

（
a

）

う
ち
農
振
農
用
地
区
域
外

面
積

（
a

）

対象農用地面積（a）

草
地

(

a

)
計

(

a

)

田

(

a

)

畑

(

a

)

草
地

(

a

)

計

(

a

)

田

(

a

)

畑

(

a

)

水
路

（
k
m

）

農
道

（
k
m

）

た
め
池

（
箇
所

）

農地維持支払
長寿命化を行う施設

資源向上支払（共同）

長
期
中
干
し

（
ａ

）

冬
期
湛
水

（
ａ

）

夏
期
湛
水

（
ａ

）

中
干
し
延
期

（
ａ

）

江
の
設
置

（
作
溝
実
施

）
（
ａ

）

江
の
設
置

（
作
溝
未
実
施

）
（
ａ

）

や
す
ら
ぎ
・
福
祉
及
び
教
育
機
能
の
活
用

農
村
環
境
保
全
活
動
の
幅
広
い
展
開

防
災
・
減
災
力
の
強
化

地
域
住
民
に
よ
る
直
営
施
工

鳥
獣
被
害
防
止
対
策
及
び
環
境
改
善
活
動
の
強

化

水
管
理
を
通
じ
た
環
境
負
荷
低
減
活
動
の
強
化

都
道
府
県

、
市
町
村
が
特
に
認
め
る
活
動

広
報
活
動
・
農
村
関
係
人
口
の
拡
大

広
域
活
動
組
織
に
お
け
る
活
動
支
援
班
の
設
置

及
び
活
動
の
実
施

農
村
文
化
の
伝
承
を
通
じ
た

農
村
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
の
強
化

実施面積

遊
休
農
地
の
有
効
活
用

多面的機能の増進を図る活動

（
新
設

）

（
新
設

）

（
新
設

）

（
新
設

）

（
新
設

）

（
新
設

）

（
新
設

）

（
新
設

）

（新設）
都
道
府
県

、
市
町
村
が
特
に
認
め
る
活
動

広
報
活
動

鳥
獣
被
害
防
止
対
策
及
び
環
境
改
善
活
動
の
強

化

地
域
住
民
に
よ
る
直
営
施
工

防
災
・
減
災
力
の
強
化

農
村
環
境
保
全
活
動
の
幅
広
い
展
開

や
す
ら
ぎ
・
福
祉
及
び
教
育
機
能
の
活
用

農
村
文
化
の
伝
承
を
通
じ
た

農
村
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
の
強
化

遊
休
農
地
の
有
効
活
用

多面的機能の増進を図る活動
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う
ち

、
排
水
路
の
補
修

（
k
ｍ

）

う
ち

、
排
水
路
の
更
新
等

（
k
ｍ

）

農
道
の
補
修

（
k
ｍ

）

ため池

資源向上支払（長寿命化）

農
地
中
間
管
理
機
構
の
借
り
受
け
農
地
の
有
無

農道

体制強化

新
た
に
構
成
員
が
追
加

マ

ッ
チ
ン
グ
を
活
用
し
て
人
材
を
確
保

マ

ッ
チ

ン

グ

を

活

用

し

た

が

人

材

確

保

に

至

ら

な

か

っ
た

新
た
に
集
落
内
外
の
人
材
・
団
体
等
と
連
携
し
て
活
動

新
た
に
土
地
改
良
区

、
J
A
等
に
事
務
を
委
託

水路

甚
大
な
自
然
災
害
に
よ
る
特
例
措
置
の
適
用
の
有
無

た

め

池

（
附

帯

施

設

）
の

更

新

等

（
箇

所

）

水
路
の
補
修

（
k
ｍ

）

水
路
の
更
新
等

（
k
ｍ

）

農
道
の
更
新
等

（
k
ｍ

）

た
め
池
の
補
修

（
箇
所

）

（
新
設

）

（
新
設

）

水
路
の
更
新
等

（
k
ｍ

）

農
道
の
補
修

（
k
ｍ

）

農
道
の
更
新
等

（
k
ｍ

）

た
め
池
の
補
修

（
箇
所

）

た

め

池

（
附

帯

施

設

）
の

更

新

等

（
箇

所

）

水
路
の
補
修

（
k
ｍ

）

ため池

（
新
設

）

（
新
設

）

（
新
設

）

（
新
設

）

（
新
設

）

水路 農道

（新設）資源向上支払（長寿命化）

農
地
中
間
管
理
機
構
の
借
り
受
け
農
地
の
有
無

（
新
設

）
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対象

農用地面積

うち、
実施面積

田

（
ａ

）

畑

（
ａ

）

草
地

（
ａ

）

計

（
ａ

）

田

（
ａ

）

畑

（
ａ

）

草
地

（
ａ

）

計

（
ａ

）

田

（
ａ

）

田

（
ａ

）

水
田
の
雨
水
貯
留
機
能
の
強
化

（
田
ん
ぼ
ダ
ム

）
を
推

進
す
る
活
動
へ
の
支
援

多
面
的
機
能
の
更
な
る
増
進
に
向
け
た
活
動
へ
の
支
援

対象農用地面積
農
村
協
働
力
の
深
化
に
向
け
た
活
動
へ
の
支
援

（
R
6

廃
止

)

対象農用地面積

作
溝
実
施

（
ａ

）

作
溝
未
実
施

（
ａ

）

環
境
負
荷
低
減
の
取
組
へ
の
支
援

組
織
の
体
制
強
化
に
対
す
る
支
援

（
R
７
拡
充

）

実施面積

江
の

設
置

等

中
干
し
延
期

（
ａ

）

夏
期
湛
水

（
ａ

）

冬
期
湛
水

（
ａ

）

長
期
中
干
し

（
ａ

）

組
織
の
広
域
化
・
体
制
強
化
に
対
す
る
支
援

（
R
6
廃

止

)

対象

農用地面積

うち、
実施面積

田

（
ａ

）

畑

（
ａ

）

草
地

（
ａ

）

計

（
ａ

）

田

（
ａ

）

畑

（
ａ

）

草
地

（
ａ

）

計

（
ａ

）

田

（
ａ

）

田

（
ａ

）

多
面
的
機
能
の
更
な
る
増
進
に
向
け
た
活
動
へ
の
支
援

対象農用地面積
農
村
協
働
力
の
深
化
に
向
け
た
活
動
へ
の
支
援

対象農用地面積
水
田
の
雨
水
貯
留
機
能
の
強
化

（
田
ん
ぼ
ダ
ム

）
を
推

進
す
る
活
動
へ
の
支
援

（
新
設

）

（
新
設

）

（
新
設

）

（
新
設

）

（
新
設

）

（新設）

（
新
設

）

（新設）

（
新
設

）

組
織
の
広
域
化
・
体
制
強
化
に
対
す
る
支
援

（
新
設

）
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【都道府県から国に提出するもの】 農林水産省様式

番　　　　　 号
年　　月　　日

殿

４．◯◯年度多面的機能支払交付金　相殺交付等実施計画表及び相殺交付等実績報告表
（別紙４）

〈施行注意〉

１．

２．

３．

４．

５．

６．　多面的機能支払交付金交付要綱に基づき本様式を添付提出する場合は、重複提出となら
ないよう、本様式のみの提出を省略することも可能とする。

（様式第２－８号）

○○都道府県知事

○○

地方農政局長（北海道にあっては農林
水産省農村振興局長、沖縄県にあって
は内閣府沖縄総合事務局長）

年度　多面的機能支払交付金事業実施計画書

（実績報告書）の提出について

２．○○年度多面的機能支払交付金　市町村への交付金交付計画書（実績報告書）（別紙２）

　実績報告の際は、「実施計画書」を「実績報告書」、「別紙3の第2の１」を「別紙１の第8の１
の（２）及び別紙２の第8の１の（２）」、「提出」を「報告」に置き換え、「市町村への交付金交付
計画書」を「市町村への交付金交付実績報告書」とし、「実績報告書（別紙1）」及び「市町村
への交付金交付実績報告書（別紙２）」を添付するものとする。

３．◯◯年度多面的機能支払交付金　返還等実施計画表及び返還等実績報告表（別紙３）

　実施要領第２の22の(2)のカに該当する都道府県は、事業実施計画書に（別紙3）を添えて
提出するものとする。

　事業実施計画書の変更に伴う提出の場合は、「事業実施計画書」を「事業実施計画書（変
更）」、「別紙3の第２の１」を「別紙3の第２の２」、「市町村への交付金交付計画書」を「市町村
への交付金交付計画書（変更）」に置き換え、「事業実施計画書（変更）（別紙１）」及び「市町
村への交付金交付計画書（変更）（別紙２）」を添えて提出するものとする。

　実施要領第２の22の(2)のクに該当する都道府県は、事業実施計画書に（別紙４）を添えて
提出するものとする。

記

　実施要領第1の２の(6)、第2の2の(6)又は2の(9)に該当する市町村が存在する都道府県は、
実績報告書に（別紙5）を添えて提出するものとする。

１．○○年度多面的機能支払交付金　事業実施計画書（実績報告書）（別紙１）

５．◯◯年度多面的機能支払交付金　特例措置適用実績報告表（別紙５）

   多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け25農振第2254号農林水産事務次
官依命通知）別紙３の第２の１（別紙１の第8の１の（２）及び別紙２の第8の１の（２）)の規定に基づ
き、下記関係書類を添えて提出（報告）する。

【都道府県から国に提出するもの】 農林水産省様式

番　　　　　 号

年　　月　　日

殿

（新設）

〈施行注意〉

１．

２．

３．

（新設）

（新設）

４．　多面的機能支払交付金交付要綱に基づき本様式を添付提出する場合は、重複提出となら
ないよう、本様式のみの提出を省略することも可能とする。

（新設）

　実績報告の際は、「実施計画書」を「実績報告書」、「別紙3の第2の１」を「別紙１の第8の１
の（２）及び別紙２の第8の１の（２）」、「提出」を「報告」に置き換え、「市町村への交付金交付
計画書」を「市町村への交付金交付実績報告書」とし、「実績報告書（別紙1）」及び「市町村
への交付金交付実績報告書（別紙２）」を添付するものとする。

　事業実施計画書の変更に伴う提出の場合は、「事業実施計画書」を「事業実施計画書（変
更）」、「別紙3の第２の１」を「別紙3の第２の２」、「市町村への交付金交付計画書」を「市町村
への交付金交付計画書（変更）」に置き換え、「事業実施計画書（変更）（別紙１）」及び「市町
村への交付金交付計画書（変更）（別紙２）」を添えて提出するものとする。

　実施要領第２の19の(2)のカに該当する都道府県は、事業実施計画書に（別紙3）を添えて
提出するものとする。

（実績報告書）の提出について

   多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け25農振第2254号農林水産事務次
官依命通知）別紙３の第２の１（別紙１の第8の１の（２）及び別紙２の第8の１の（２）)の規定に基づ
き、下記関係書類を添えて提出（報告）する。

記

１．○○年度多面的機能支払交付金　事業実施計画書（実績報告書）（別紙１）

２．○○年度多面的機能支払交付金　市町村への交付金交付計画書（実績報告書）（別紙２）

３．◯◯年度多面的機能支払交付金　返還等実施計画表及び返還等実績報告表（別紙３）

（様式第２－８号）

地方農政局長（北海道にあっては農林
水産省農村振興局長、沖縄県にあって
は内閣府沖縄総合事務局長）

○○都道府県知事

○○ 年度　多面的機能支払交付金事業実施計画書
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（別紙１）

1．事業の目的

２．事業計画（実績）及びその内容

　（１）農地維持支払交付金

ア．基本単価

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

（注２）相殺交付を行っている場合は、備考に相殺額を記載すること。（記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費）：○○円】）

（削る。）

年度　多面的機能支払交付金事業実施計画書（実績報告書）

（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

計　　①＋②＋③

基本単価
（円/10a）

草地　③

基本単価
（円/10a）

畑　　②

基本単価
（円/10a）

備考

田　　①

○○

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ）

（別紙１）

1．事業の目的

２．事業計画（実績）及びその内容

　（１）農地維持支払交付金

ア．基本単価

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

（新設）

イ．加算単価　（加算措置の適用がある場合のみ、記載する）

a 円 円

a 円 円

a

a 円 円

a 円 円

a

a 円 円

a 円 円

a

円 円

円 円

a 円 円

加算措置の
対象組織数

組織

（注1）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（注2）１集落あたり加算上限と１組織あたり加算上限が重複する場合は、１組織あたり加算上限を適用する組織欄に記載すること。

組織
面積計 ①＋②＋③
交付額計①＋②＋③＋④＋
⑤

１組織あたり加算上限を
適用する組織⑤ （円/組織）

１集落あたり加算上限を
適用する集落④ （円/集落） 集落

加算上限を適用する

加算単価
（円/10a）

草地　③

加算上限を適用する

加算単価
（円/10a）

畑　　②

加算上限を適用する

加算単価
（円/10a）

（注）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

田　　①

計　　①＋②＋③

基本単価
（円/10a）

草地　③

基本単価
（円/10a）

畑　　②

基本単価
（円/10a）

備考

田　　①

○○

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ）

年度　多面的機能支払交付金事業実施計画書（実績報告書）
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　（２）資源向上支払交付金

ア．地域資源の質的向上を図る共同活動
（ア）基本単価

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

（注２）相殺交付を行っている場合は、備考に相殺額を記載すること。（記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費）：○○円】）

（イ）加算単価（加算措置の適用がある場合のみ、記載する）
a.多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（注２）相殺交付を行っている場合は、備考に相殺額を記載すること。（記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費）：○○円】）

加算措置の
対象組織数

組織

計　　①＋②＋③

加算単価
（円/10a）

草地　③

加算単価
（円/10a）

畑　　②

加算単価
（円/10a）

備考

田　　①

（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ）

計　①＋②＋③

継続地区の交付
単価×５／６

（円/10a）

継続地区の交付
単価

（円/10a）

基本単価×５／６ （円/10a）

基本単価 （円/10a）

草地　③

継続地区の交付
単価×５／６

（円/10a）

継続地区の交付
単価

（円/10a）

基本単価×５／６ （円/10a）

基本単価 （円/10a）

畑　　②

継続地区の交付
単価×５／６

（円/10a）

継続地区の交付
単価

（円/10a）

基本単価×５／６ （円/10a）

基本単価 （円/10a）

田　　①

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

　（２）資源向上支払交付金

ア．地域資源の質的向上を図る共同活動
（ア）基本単価

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

（新設）

（イ）加算単価（加算措置の適用がある場合のみ、記載する）
a.多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（新設）

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

田　　①

基本単価×５／６ （円/10a）

基本単価 （円/10a）

継続地区の交付単
価×５／６

（円/10a）

継続地区の交付単
価

（円/10a）

基本単価×５／６ （円/10a）

基本単価 （円/10a）

畑　　②

継続地区の交付単
価×５／６

（円/10a）

継続地区の交付単
価

（円/10a）

基本単価×５／６ （円/10a）

基本単価 （円/10a）

草地　③

継続地区の交付単
価×５／６

（円/10a）

継続地区の交付単
価

（円/10a）

（注）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

計　①＋②＋③

加算単価

加算単価

田　　①

（円/10a）

畑　　②

（円/10a）

草地　③

加算単価
（円/10a）

計　　①＋②＋③

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

加算措置の
対象組織数

組織
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b.農村協働力の深化に向けた活動への支援（R５廃止）

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（注２）相殺交付を行っている場合は、備考に相殺額を記載すること。（記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費）：○○円】）

c.水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（注２）相殺交付を行っている場合は、備考に相殺額を記載すること。（記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費）：○○円】）

d.環境負荷低減の取組への支援

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

加算措置の
対象組織数

（特定事業実施者含む）

組織

（円/10a）
作溝未実施 3,000

江の設置等
作溝実施 4,000

（円/10a）

中干し延期 3,000
（円/10a）

夏期湛水 8,000
（円/10a）

（円/10a）
冬期湛水 4,000

備考

長期中干し 800
（円/10a）

加算措置の
対象組織数

組織

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ）

計

加算単価
（円/10a）

田

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

加算措置の
対象組織数

組織

計　　①＋②＋③

加算単価
（円/10a）

草地　③

加算単価
（円/10a）

畑　　②

加算単価
（円/10a）

田　　①

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考
b.農村協働力の深化に向けた活動への支援

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（新設）

c.水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（新設）

（新設）

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費）

加算単価

交付額（ 国 費 ） 備考

田　　①

（円/10a）

畑　　②

加算単価
（円/10a）

草地　③

加算単価
（円/10a）

加算措置の
対象組織数

組織

計　　①＋②＋③

区分

加算単価

計

加算措置の
対象組織数

組織

交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

田

（円/10a）
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イ．施設の長寿命化のための活動

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a

円 円

a 円 円

円 円

（注３）相殺交付を行っている場合は、備考に相殺額を記載すること。（記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費）：○○円】）

ウ．組織の体制強化に対する支援（R７拡充）

円 円

エ．組織の広域化・体制強化（R６廃止）

円 円

円 円

円 円
（注）北海道にあっては、３集落以上または1,500ha以上3,000ha未満のとき40,000円/組織、3,000ha以上15,000ha未満のとき80,000円/組織、15,000ha
以上のとき160,000円/組織に置き換えること。

組織
1,000ha以上 160,000 （円/組織）

組織
200ha以上1,000ha未満また
は特定非営利活動法人 80,000 （円/組織）

組織
３集落以上または
50ha以上200ha未満

40,000 （円/組織）

区分 交付単価 対象組織数 交付額（ 事業費 ） 交付額（ 国 費 ） 備考

備考

400,000 （円/組織）

組織

（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加するこ
と。（注２）１集落200万円の対象農用地面積には、１集落200万円の上限額が適用される対象組織の対象農用地面積を記載するこ
と。

区分 交付単価 対象組織数 交付額（ 事業費 ） 交付額（ 国 費 ）

交付額
交付額（事業費） 交付額（国費）

計　①＋②＋③＋④

保全管理する区域内に
存在する集落数　④ （円/集落） 集落

１集落200万円

交付単価×５／６
（円/10a）

交付単価
（円/10a）

草地　③

１集落200万円

交付単価×５／６
（円/10a）

交付単価
（円/10a）

畑　　②

１集落200万円

（円/10a）

（円/10a）

交付単価×５／６

交付単価

対象農用地面積 交付上限額（事業費） 交付上限額（ 国 費 ） 備考

田　　①

区分 交付単価

イ．施設の長寿命化のための活動

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a

円 円

a 円 円

円 円

（新設）

（新設）

ウ．組織の広域化・体制強化

円 円

円 円

円 円

区分 交付単価 対象農用地面積 交付上限額（事業費） 交付上限額（ 国 費 ） 備考

田　　①

（円/10a）

交付単価
（円/10a）

畑　　②

交付単価×５／６

交付単価×５／６
（円/10a）

交付単価
（円/10a）

交付単価×５／６
（円/10a）

交付単価

集落

１集落200万円

備考

交付額
交付額（事業費） 交付額（国費）

（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加するこ
と。（注２）１集落200万円の対象農用地面積には、１集落200万円の上限額が適用される対象組織の対象農用地面積を記載するこ
と。

交付単価 対象組織数 交付額（ 事業費 ） 交付額（ 国 費 ）

（円/組織）40,000
３集落以上または
50ha以上200ha未満

200ha以上1,000ha未満また
は特定非営利活動法人

1,000ha以上

（注）北海道にあっては、３集落以上または1,500ha以上3,000ha未満のとき40,000円/組織、3,000ha以上15,000ha未満のとき80,000円/組織、15,000ha
以上のとき160,000円/組織に置き換えること。

組織

組織

（円/10a）

１集落200万円

区分

計　①＋②＋③＋④

保全管理する区域内に
存在する集落数　④

草地　③

１集落200万円

（円/組織）160,000

（円/組織）80,000

組織

（円/集落）
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（新設）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙４）
１．相殺交付等実施計画表【資源向上支払（長寿命化）】

　資源向上支払（長寿命化）の返還相当（予定）総額

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

田
畑

草地
小計

田

畑
草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計

田

畑
草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計

（事業費）

《国　費》

（注１）「面積」の欄には相殺交付を行う年度の面積減少後の対象農用地面積を記載するとともに、「交付上限額」の欄には相殺交付を行う年度の交付上限額を記載すること。

（注２）「返還相当額」の欄には、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を下回る場合に差額を記載することとし、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を上回る場合は、該当なしと記載すること。

（注３）返還等方法の欄には、資源向上支払（長寿命化）における返還等に該当がある場合に、返還又は相殺交付のどちらかを記載すること。なお、返還を記載した場合は、相殺交付額の欄の記載は不要とするが、備考の欄に返還予定年度を記載すること。

（事業費）

《国　費》

合計

（事業費）

《国　費》

（事業費）

《国　費》

（事業費）

《国　費》

都道府県名 市町村名 対象組織名
農地維持支払の
面積減少の有無

資源向上支払
（共同）の面積減

少の有無

資源向上支払
（長寿命化）にお
ける返還等の該

当の有無
地目

令和4年度 令和5年度 令和6年度
交付上限額合計（円）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）
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（別紙３）
１．相殺交付等実施計画表【資源向上支払（長寿命化）】

　資源向上支払（長寿命化）の返還相当（予定）総額

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計

（事業費）

《国　費》

（注１）「面積」の欄には相殺交付を行う年度の面積減少後の対象農用地面積を記載するとともに、「交付上限額」の欄には相殺交付を行う年度の交付上限額を記載すること。

（注２）「返還相当額」の欄には、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を下回る場合に差額を記載することとし、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を上回る場合は、該当なしと記載すること。

（注３）返還等方法の欄には、資源向上支払（長寿命化）における返還等に該当がある場合に、返還又は相殺交付のどちらかを記載すること。なお、返還を記載した場合は、相殺交付額の欄の記載は不要とするが、備考の欄に返還予定年度を記載すること。

《国　費》

（事業費）

合計

（事業費）

《国　費》

《国　費》

（事業費）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）

《国　費》

（事業費）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

備　考
地目

令和4年度 令和5年度 令和6年度 年度 年度
返還等
方法

（注３）

相殺交付額
交付上限額合計（円）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円） 次年度以
降の相殺
交付（予
定）額
（円）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

前年度まで
の相殺交
付額（円）

本年度の
相殺交付
（予定）額

（円）

都道府県名 市町村名 対象組織名
農地維持支払
の面積減少の

有無

資源向上支払
（共同）の面積
減少の有無

資源向上支払
（長寿命化）に
おける返還等
の該当の有無
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２．相殺交付等実績報告表【資源向上支払（長寿命化）】

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計

（事業費）

《国　費》

（注１）「面積」の欄には相殺交付を行う年度の面積減少後の対象農用地面積を記載するとともに、「交付上限額」の欄には相殺交付を行う年度の交付上限額を記載すること。
（注２）「返還相当額」の欄には、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を下回る場合に差額を記載することとし、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を上回る場合は、該当なしと記載すること。
（注３）返還等方法の欄には、資源向上支払（長寿命化）における返還等に該当がある場合に、返還又は相殺交付のどちらかを記載すること。なお、返還を記載した場合は、相殺交付額の欄の記載は不要とするが、備考の欄に返還年度を記載すること。

《国　費》

《国　費》

（事業費）

《国　費》

返還等
方法

（注３）

備　考

合計

（事業費）

（事業費）

《国　費》

（事業費）

前年度まで
の相殺交
付額（円）

本年度の
相殺交付

額
（円）

次年度以
降の相殺
交付（予
定）額
（円）

相殺交付額
交付上限額合計（円）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

都道府県名 市町村名 対象組織名
農地維持支払
の面積減少の

有無

資源向上支払
（長寿命化）に
おける返還等
の該当の有無

　資源向上支払（長寿命化）の返還相当総額

地目

令和4年度 令和5年度 令和6年度 年度 年度資源向上支払
（共同）の面積
減少の有無
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２．相殺交付等実績報告表【資源向上支払（長寿命化）】

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計

（事業費）

《国　費》

（注１）「面積」の欄には相殺交付を行う年度の面積減少後の対象農用地面積を記載するとともに、「交付上限額」の欄には相殺交付を行う年度の交付上限額を記載すること。
（注２）「返還相当額」の欄には、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を下回る場合に差額を記載することとし、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を上回る場合は、該当なしと記載すること。
（注３）返還等方法の欄には、資源向上支払（長寿命化）における返還等に該当がある場合に、返還又は相殺交付のどちらかを記載すること。なお、返還を記載した場合は、相殺交付額の欄の記載は不要とするが、備考の欄に返還年度を記載すること。

《国　費》

《国　費》

（事業費）

《国　費》

返還等
方法

（注３）

備　考

合計

（事業費）

（事業費）

《国　費》

（事業費）

前年度まで
の相殺交
付額（円）

本年度の
相殺交付

額
（円）

次年度以
降の相殺
交付（予
定）額
（円）

相殺交付額
交付上限額合計（円）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

都道府県名 市町村名 対象組織名
農地維持支払
の面積減少の

有無

資源向上支払
（長寿命化）に
おける返還等
の該当の有無

　資源向上支払（長寿命化）の返還相当総額

地目

令和4年度 令和5年度 令和6年度 年度 年度資源向上支払
（共同）の面積
減少の有無
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙５）
特例措置適用実績報告表
○年度

（注1）甚大な自然災害の名称欄には、該当する甚大な自然災害の略称・総称等を記載すること。
（注2）活動が必要な理由欄には、「早期の営農再開に向け、応急措置及び補修・更新等に取り組む必要があるため」等の理由を記載すること。
（注3）特例措置を適用して取り組んだ活動内容欄には、施設名（○○水路等）及び具体の内容（L=○○mの復旧等）を記載すること。

特
例
措
置
を
適
用
し
て

取
り
組
ん
だ
活
動
内
容

都
道
府
県
名

市
町
村
名

対
象
組
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名

甚
大
な
自
然
災
害
の
名
称

活
動
が
必
要
な
理
由
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【市町村から都道府県に提出するもの】 農林水産省様式

番　　　　　 号
年　　月　　日

殿

○○ 年度　多面的機能支払交付金事業実施計画書

３．◯◯年度多面的機能支払交付金　相殺交付等実施計画表及び相殺交付等実績報告表
（別紙３）

４．◯◯年度多面的機能支払交付金　特例措置適用実績報告表（別紙４）

〈施行注意〉

１．

２．

３．

４．

５．　実施要領第1の２の(6)、第2の2の(6)又は2の(9)に該当する市町村は、実績報告書に（別紙
４）を添えて提出するものとする。

　実施要領第２の22の(2)のオに該当する市町村は、事業実施計画書に（別紙２）を添えて提
出するものとする。

（様式第２－９号）

○○市町村長

○○都道府県知事

（実績報告書）の提出について

２．◯◯年度多面的機能支払交付金　返還等実施計画表及び返還等実績報告表（別紙２）

　 事業実施計画書の変更に伴う提出の場合は、「事業実施計画書」を「事業実施計画書（変
更）」、「別紙３の第２の３」を「別紙３の第２の４」に置き換え、事業実施計画書（変更）を添えて
提出するものとする。

記

１．○○年度多面的機能支払交付金　事業実施計画書（実績報告書）（別紙１）

　実績報告の際は、「実施計画書」を「実績報告書」、「別紙３の第２の３」を「別紙１の第8の１
の（１）及び別紙２の第8の１の（１）」、「提出」を「報告」に置き換え、「実績報告書（別紙１）」を
添付するものとする。

   多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け25農振第2254号農林水産事務次
官依命通知）別紙３の第２の３（別紙１の第8の１の（１）及び別紙２の第8の１の（１）)の規定に基づ
き、下記関係書類を添えて提出（報告）する。

　実施要領第２の22の(2)のキに該当する市町村は、事業実施計画書に（別紙３）を添えて提
出するものとする。

【市町村から都道府県に提出するもの】 農林水産省様式

番　　　　　 号
年　　月　　日

殿

○○ 年度　多面的機能支払交付金事業実施計画書

（新設）

（新設）

〈施行注意〉

１．

２．

３．

（新設）

（新設）

　実施要領第２の19の(2)のオに該当する市町村は、事業実施計画書に（別紙２）を添えて提
出するものとする。

   多面的機能支払交付金実施要綱（平成26年４月１日付け25農振第2254号農林水産事務次
官依命通知）別紙３の第２の３（別紙１の第8の１の（１）及び別紙２の第8の１の（１）)の規定に基づ
き、下記関係書類を添えて提出（報告）する。

記

１．○○年度多面的機能支払交付金　事業実施計画書（実績報告書）（別紙１）
２．◯◯年度多面的機能支払交付金　返還等実施計画表及び返還等実績報告表（別紙２）

　実績報告の際は、「実施計画書」を「実績報告書」、「別紙３の第２の３」を「別紙１の第8の１
の（１）及び別紙２の第8の１の（１）」、「提出」を「報告」に置き換え、「実績報告書（別紙１）」を
添付するものとする。

　 事業実施計画書の変更に伴う提出の場合は、「事業実施計画書」を「事業実施計画書（変
更）」、「別紙３の第２の３」を「別紙３の第２の４」に置き換え、事業実施計画書（変更）を添えて
提出するものとする。

（様式第２－９号）

○○都道府県知事

○○市町村長

（実績報告書）の提出について
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（別紙１）

1．事業の目的

２．事業計画（実績）及びその内容

　（１）農地維持支払交付金

ア．基本単価

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

（注２）相殺交付を行っている場合は、備考に相殺額を記載すること。（記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費）：○○円】）

（削る。）

（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

計　　①＋②＋③

基本単価
（円/10a）

草地　③

基本単価
（円/10a）

畑　　②

基本単価
（円/10a）

備考

田　　①

○○ 年度　多面的機能支払交付金事業実施計画書（実績報告書）

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ）

（別紙１）

1．事業の目的

２．事業計画（実績）及びその内容

　（１）農地維持支払交付金

ア．基本単価

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

（新設）

イ．加算単価（加算措置の適用がある場合のみ、記載する）

a 円 円

a 円 円

a

a 円 円

a 円 円

a

a 円 円

a 円 円

a

円 円

円 円

a 円 円

○○ 年度　多面的機能支払交付金事業実施計画書（実績報告書）

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

田　　①

基本単価
（円/10a）

畑　　②

草地　③

基本単価
（円/10a）

基本単価
（円/10a）

備考

計　　①＋②＋③

田　　①

（注）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ）

加算単価
（円/10a）

畑　　②

加算上限を適用する

加算単価
（円/10a）

草地　③

加算上限を適用する

加算上限を適用する

加算単価
（円/10a）

組織
面積計 ①＋②＋③
交付額計①＋②＋③＋④＋
⑤

１組織あたり加算上限を
適用する組織⑤ （円/組織）

１集落あたり加算上限を
適用する集落④ （円/集落） 集落

加算措置の
対象組織数

組織

（注1）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（注2）１集落あたり加算上限と１組織あたり加算上限が重複する場合は、１組織あたり加算上限を適用する組織欄に記載すること。
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　（２）資源向上支払交付金

ア．地域資源の質的向上を図る共同活動

（ア）基本単価

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（注２）相殺交付を行っている場合は、備考に相殺額を記載すること。（記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費）：○○円】）

（イ）加算単価（加算措置の適用がある場合のみ、記載する）
a.多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（注２）相殺交付を行っている場合は、備考に相殺額を記載すること。（記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費）：○○円】）

加算措置の
対象組織数

組織

計　　①＋②＋③

加算単価
（円/10a）

草地　③

加算単価
（円/10a）

畑　　②

加算単価
（円/10a）

備考

田　　①

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ）

計　①＋②＋③

継続地区の交付
単価×５／６

（円/10a）

継続地区の交付
単価

（円/10a）

基本単価×５／６ （円/10a）

基本単価 （円/10a）

草地　③

継続地区の交付
単価×５／６

（円/10a）

継続地区の交付
単価

（円/10a）

基本単価×５／６ （円/10a）

基本単価 （円/10a）

畑　　②

継続地区の交付
単価×５／６

（円/10a）

継続地区の交付
単価

（円/10a）

基本単価×５／６ （円/10a）

基本単価 （円/10a）

田　　①

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

　（２）資源向上支払交付金

ア．地域資源の質的向上を図る共同活動

（ア）基本単価

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

（新設）

（イ）加算単価（加算措置の適用がある場合のみ、記載する）
a.多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（新設）

加算措置の
対象組織数

組織

（円/10a）

計　　①＋②＋③

（円/10a）

草地　③

（円/10a）

畑　　②

加算単価

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

田　　①

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

田　　①

基本単価×５／６ （円/10a）

基本単価 （円/10a）

継続地区の交付
単価×５／６

（円/10a）

継続地区の交付
単価

（円/10a）

畑　　②

基本単価×５／６ （円/10a）

基本単価 （円/10a）

継続地区の交付
単価×５／６

（円/10a）

継続地区の交付
単価

（円/10a）

草地　③

基本単価×５／６ （円/10a）

基本単価 （円/10a）

継続地区の交付
単価×５／６

（円/10a）

継続地区の交付
単価

（円/10a）

（注）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

計　①＋②＋③

加算単価

加算単価



- 81 - 

  

b.農村協働力の深化に向けた活動への支援（R５廃止）

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（注２）相殺交付を行っている場合は、備考に相殺額を記載すること。（記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費）：○○円】）

c.水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（注２）相殺交付を行っている場合は、備考に相殺額を記載すること。（記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費）：○○円】）

d.環境負荷低減の取組への支援

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

加算措置の
対象組織数

（特定事業実施主体含む）

組織

（円/10a）
作溝未実施 3,000

江の設置等
作溝実施 4,000

（円/10a）

中干し延期 3,000
（円/10a）

夏期湛水 8,000
（円/10a）

（円/10a）

備考

長期中干し 800
（円/10a）

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ）

冬期湛水 4,000

加算措置の
対象組織数

組織

計

加算単価
（円/10a）

田

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

加算措置の
対象組織数

組織

計　　①＋②＋③

加算単価
（円/10a）

草地　③

加算単価
（円/10a）

畑　　②

加算単価
（円/10a）

田　　①

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

b.農村協働力の深化に向けた活動への支援

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（新設）

c.水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援

a 円 円

a 円 円

a 円 円
（注）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（新設）

（新設）

加算措置の
対象組織数

組織

計　　①＋②＋③

草地　③

畑　　②

加算単価
（円/10a）

加算単価
（円/10a）

加算単価
（円/10a）

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

田　　①

区分 交付単価 対象農用地面積 交付額（事業費） 交付額（ 国 費 ） 備考

田

加算単価
（円/10a）

加算措置の
対象組織数

組織

計
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イ．施設の長寿命化のための活動

a 円

a 円 円

a 円 円

a

a 円

a 円 円

a 円 円

a

a 円

a 円 円

a 円 円

a

円 円

a 円 円

円 円

（注３）相殺交付を行っている場合は、備考に相殺額を記載すること。（記載例：【相殺額（事業費）：○○円】、【相殺額（国費）：○○円】）

ウ．組織の体制強化に対する支援（R７拡充）

円 円

エ．組織の広域化・体制強化（R６廃止）

円 円

円 円

円 円

備考

400,000 （円/組織）

組織

区分 交付単価

（注）北海道にあっては、３集落以上または1,500ha以上3,000ha未満のとき40,000円/組織、3,000ha以上15,000ha未満のとき80,000円/組織、15,000ha
以上のとき160,000円/組織に置き換えること。

組織

組織

1,000ha以上 160,000 （円/組織）

200ha以上1,000ha未満ま
たは特定非営利活動法
人

80,000 （円/組織）

備考

３集落以上または
50ha以上200ha未満

40,000 （円/組織）

組織

（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

（注２）１集落200万円の対象農用地面積には、１集落200万円の上限額が適用される対象組織の対象農用地面積を記載すること。

区分 交付単価 対象組織数 交付額（ 事業費 ） 交付額（ 国 費 ）

対象組織数 交付額（ 事業費 ） 交付額（ 国 費 ）

交付額
交付額（事業費） 交付額（国費）

計　①＋②＋③＋④

保全管理する区域内に
存在する集落数　④ （円/集落） 集落

１集落200万円

交付単価×５／６
（円/10a）

交付単価
（円/10a）

草地　③

１集落200万円

交付単価×５／６
（円/10a）

交付単価
（円/10a）

畑　　②

１集落200万円

交付単価×５／６
（円/10a）

交付単価
（円/10a）

備考

田　　①

区分 交付単価 対象農用地面積 交付上限額（事業費） 交付上限額（ 国 費 ）

イ．施設の長寿命化のための活動

a 円

a 円 円

a 円 円

a

a 円

a 円 円

a 円 円

a

a 円

a 円 円

a 円 円

a

円 円

a 円 円

円 円

（新設）

（新設）

ウ．組織の広域化・体制強化

円 円

円 円

円 円
（注）北海道にあっては、３集落以上または1,500ha以上3,000ha未満のとき40,000円/組織、3,000ha以上15,000ha未満のとき80,000円/組織、15,000ha
以上のとき160,000円/組織に置き換えること。

1,000ha以上 160,000 （円/組織）

組織

200ha以上1,000ha未満ま
たは特定非営利活動法
人

80,000 （円/組織）

組織

区分 交付単価 対象組織数 交付額（ 事業費 ） 交付額（ 国 費 ） 備考

３集落以上または
50ha以上200ha未満

40,000 （円/組織）

組織

（注２）１集落200万円の対象農用地面積には、１集落200万円の上限額が適用される対象組織の対象農用地面積を記載すること。

区分 交付単価 対象農用地面積 交付上限額（事業費） 交付上限額（ 国 費 ） 備考

田　　①

交付単価
（円/10a）

交付単価×５／６
（円/10a）

１集落200万円

畑　　②

交付単価×５／６
（円/10a）

交付単価
（円/10a）

１集落200万円

（円/10a）

草地　③

１集落200万円

交付単価×５／６
（円/10a）

交付単価

保全管理する区域内に
存在する集落数　④ （円/集落） 集落

計　①＋②＋③＋④

（注１）区分及び交付単価は、都道府県が策定した要綱基本方針に従い記載し、市町村により異なる場合は行を追加すること。

交付額
交付額（事業費） 交付額（国費）
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（新設）  

 

 

 

（別紙３）
１．相殺交付等実施計画表【資源向上支払（長寿命化）】

　資源向上支払（長寿命化）の返還相当（予定）総額

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計

（事業費）

《国　費》

（注１）「面積」の欄には相殺交付を行う年度の面積減少後の対象農用地面積を記載するとともに、「交付上限額」の欄には相殺交付を行う年度の交付上限額を記載すること。

（注２）「返還相当額」の欄には、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を下回る場合に差額を記載することとし、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を上回る場合は、該当なしと記載すること。

（注３）返還等方法の欄には、資源向上支払（長寿命化）における返還等に該当がある場合に、返還又は相殺交付のどちらかを記載すること。なお、返還を記載した場合は、相殺交付額の欄の記載は不要とするが、備考の欄に返還予定年度を記載すること。

《国　費》

（事業費）

合計

（事業費）

《国　費》

《国　費》

（事業費）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）

《国　費》

（事業費）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

備　考
地目

令和4年度 令和5年度 令和6年度 年度 年度
返還等
方法

（注３）

相殺交付額
交付上限額合計（円）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円） 次年度以
降の相殺
交付（予
定）額
（円）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

前年度まで
の相殺交
付額（円）

本年度の
相殺交付
（予定）額

（円）

都道府県名 市町村名 対象組織名
農地維持支払
の面積減少の

有無

資源向上支払
（共同）の面積
減少の有無

資源向上支払
（長寿命化）に
おける返還等
の該当の有無
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（別紙３）
１．相殺交付等実施計画表【資源向上支払（長寿命化）】

　資源向上支払（長寿命化）の返還相当（予定）総額

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計

（事業費）

《国　費》

（注１）「面積」の欄には相殺交付を行う年度の面積減少後の対象農用地面積を記載するとともに、「交付上限額」の欄には相殺交付を行う年度の交付上限額を記載すること。

（注２）「返還相当額」の欄には、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を下回る場合に差額を記載することとし、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を上回る場合は、該当なしと記載すること。

（注３）返還等方法の欄には、資源向上支払（長寿命化）における返還等に該当がある場合に、返還又は相殺交付のどちらかを記載すること。なお、返還を記載した場合は、相殺交付額の欄の記載は不要とするが、備考の欄に返還予定年度を記載すること。

《国　費》

（事業費）

合計

（事業費）

《国　費》

《国　費》

（事業費）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）

《国　費》

（事業費）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

備　考
地目

令和4年度 令和5年度 令和6年度 年度 年度
返還等
方法

（注３）

相殺交付額
交付上限額合計（円）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円） 次年度以
降の相殺
交付（予
定）額
（円）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

前年度まで
の相殺交
付額（円）

本年度の
相殺交付
（予定）額

（円）

都道府県名 市町村名 対象組織名
農地維持支払
の面積減少の

有無

資源向上支払
（共同）の面積
減少の有無

資源向上支払
（長寿命化）に
おける返還等
の該当の有無
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２．相殺交付等実績報告表【資源向上支払（長寿命化）】

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計

（事業費）

《国　費》

（注１）「面積」の欄には相殺交付を行う年度の面積減少後の対象農用地面積を記載するとともに、「交付上限額」の欄には相殺交付を行う年度の交付上限額を記載すること。
（注２）「返還相当額」の欄には、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を下回る場合に差額を記載することとし、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を上回る場合は、該当なしと記載すること。
（注３）返還等方法の欄には、資源向上支払（長寿命化）における返還等に該当がある場合に、返還又は相殺交付のどちらかを記載すること。なお、返還を記載した場合は、相殺交付額の欄の記載は不要とするが、備考の欄に返還年度を記載すること。

《国　費》

《国　費》

（事業費）

《国　費》

返還等
方法

（注３）

備　考

合計

（事業費）

（事業費）

《国　費》

（事業費）

前年度まで
の相殺交
付額（円）

本年度の
相殺交付

額
（円）

次年度以
降の相殺
交付（予
定）額
（円）

相殺交付額
交付上限額合計（円）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

都道府県名 市町村名 対象組織名
農地維持支払
の面積減少の

有無

資源向上支払
（長寿命化）に
おける返還等
の該当の有無

　資源向上支払（長寿命化）の返還相当総額

地目

令和4年度 令和5年度 令和6年度 年度 年度資源向上支払
（共同）の面積
減少の有無
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２．相殺交付等実績報告表【資源向上支払（長寿命化）】

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

面積（a）
（注１）

交付単価
（円/10a）

交付上限
額（円）

田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計
田
畑

草地
小計

（事業費）

《国　費》

（注１）「面積」の欄には相殺交付を行う年度の面積減少後の対象農用地面積を記載するとともに、「交付上限額」の欄には相殺交付を行う年度の交付上限額を記載すること。
（注２）「返還相当額」の欄には、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を下回る場合に差額を記載することとし、「交付上限額」の欄の合計が「交付額」を上回る場合は、該当なしと記載すること。
（注３）返還等方法の欄には、資源向上支払（長寿命化）における返還等に該当がある場合に、返還又は相殺交付のどちらかを記載すること。なお、返還を記載した場合は、相殺交付額の欄の記載は不要とするが、備考の欄に返還年度を記載すること。

《国　費》

《国　費》

（事業費）

《国　費》

返還等
方法

（注３）

備　考

合計

（事業費）

（事業費）

《国　費》

（事業費）

前年度まで
の相殺交
付額（円）

本年度の
相殺交付

額
（円）

次年度以
降の相殺
交付（予
定）額
（円）

相殺交付額
交付上限額合計（円）

交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

交付上限額合計（円）
交付額
（円）

返還相当
額（円）
（注２）

都道府県名 市町村名 対象組織名
農地維持支払
の面積減少の

有無

資源向上支払
（長寿命化）に
おける返還等
の該当の有無

　資源向上支払（長寿命化）の返還相当総額

地目

令和4年度 令和5年度 令和6年度 年度 年度資源向上支払
（共同）の面積
減少の有無
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（新設） （別紙４）
特例措置適用実績報告表
○年度

（注1）甚大な自然災害の名称欄には、該当する甚大な自然災害の略称・総称等を記載すること。
（注2）活動が必要な理由欄には、「早期の営農再開に向け、応急措置及び補修・更新等に取り組む必要があるため」等の理由を記載すること。
（注3）特例措置を適用して取り組んだ活動内容欄には、施設名（○○水路等）及び具体の内容（L=○○mの復旧等）を記載すること。

特
例
措
置
を
適
用
し
て

取
り
組
ん
だ
活
動
内
容

都
道
府
県
名

市
町
村
名

対
象
組
織
名

甚
大
な
自
然
災
害
の
名
称

活
動
が
必
要
な
理
由
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（新設） 
（様式第２－18号）

番　　　　　　　号

年　　　月　　　日

　 組織名

　代表者名 殿

                                        　　　       ○○市町村長

a 円 円/10a

a 円 円/10a

a 円 円/10a

a 円 円/10a

a 円 円/10a

a 円 円/10a

a 円

□

□

□

（注）該当する項目の□に■を入れる。

〈施行注意〉

２．環境負荷低減への支援に係る実施状況の確認内容　（添付様式第２－18）

環境負荷低減への支援に係る実施状況の確認結果は、必要に応じて行を追加すること。

江の設置等（作溝実施）

対象活動を全て実施済みであり、かつ実施経過報告書（様式第１－12号）どおりであることを確認し
たことから、実施状況報告書（様式第１－８号別紙若しくは様式第１－９号）の提出を省略すること
ができる。

実施状況報告書（様式第１－12号）を見込みで報告していることから、市町村が定めた期日までに実
施状況報告書（様式第1－８号別紙若しくは様式第１－９号）を提出すること。

実施状況報告書（様式第１－12号）における実施面積から面積が減少していることを確認したことか
ら、市町村が定めた期日までに実施状況報告書（様式第１－８号別紙若しくは様式第１－９号）を提
出すること。

冬期湛水の取組

夏期湛水の取組

中干し延期の取組

江の設置等（作溝未実施）

合計

長期中干しの取組

環境負荷低減への支援に係る実施状況確認結果通知書

　多面的機能支払交付金実施要領（平成26年４月１日付け25農振第2254号農村振興局長通知）の第
８の５の（１）のウに基づき、実施状況の確認結果を下記のとおり通知する。

記

１．環境負荷低減への支援に係る実施状況の確認結果

対象活動 確認後面積 交付見込額 交付単価
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(添付様式２－18）

組織名

環境負荷低減への支援に係る実施状況の確認内容

対象取組
（内容）

化学肥料及び化学
合成農薬を５割以上

低減する活動
（作物名）

不履行になった面積

（a）
理由
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（様式第２－19号）

年　　　月　　　日

　 ○○都道府県知事　殿

○○市町村長

                                        　　　       

１．対象活動の履行が困難となったほ場及びその内容　（様式１－13号別紙）

記

対象活動の履行が困難である旨の理由書

　多面的機能支払交付金実施要領（平成26年４月１日付け25農振第2255号農村振興局長通知）の別記６の２の
（２）のイに基づき、下記のとおり提出する。
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（様式第２－20号）

番　　　　　　　号

年　　　月　　　日

  各地方農政局長

　 農林水産省農村振興局長 殿

  内閣府沖縄総合事務局長

                                        　　　       

（添付書類） 対象活動の履行が困難である旨の理由書

（農業者の組織する団体等からの提出書類）

 ＜施行注意＞

○○都道府県知事

　［　］内は、各地方農政局管内の都府県にあっては各地方農政局長、北海道にあっては農林
水産省農村振興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長とする。

自然災害の発生による特例措置の適用に係る協議

　多面的機能支払交付金実施要領（平成26年４月１日付け25農振第2255号農村振興局長通知）別記
１－３の８の（２）のウに基づき、下記関係書類を添えて、次のとおり協議する。

記

１． 自然災害の発生による特例措置の適用に係る意見書　（添付様式２-20）
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（新設） 

附 則 

１ この要領は、令和７年〇月〇日から施行する。 

２ この通知による改正前の本要領に基づき令和６年度までに交付された多面的機能支払交付金による活動については、なお従前の例に

よる。 

３ 令和６年度までに事業計画の認定を受けた対象組織においては、様式第１－３号の活動計画書、様式第１－５号の工事に関する確認

書、様式第１－６号の活動記録、様式第１－７号の金銭出納簿及び様式第１－８号の実施状況報告書に代わり、この通知による改正前

の本要領に基づく様式第１－３号、様式第１－５号、様式第１－６号、様式第１－７号及び様式第１－８号を活用することができる。 

４ 様式第１－６号の活動記録及び様式第１－７号の金銭出納簿については、市町村長が都道府県知事を通じ地方農政局長等から同意を

受けた様式又は都道府県知事が地方農政局長等から同意を受けた様式を代わりに使用することができるものとする。 

（添付様式第２－20号）

自然災害の発生による特例措置の適用に係る意見書

                                     

ア イ

取組の履行の判定にあたり、下表の判定基準のア及びイを満たしている場合は、それぞれの欄に○を付けること。

取組が行われたものとみなすことができると判断する場合は、「可」を付けること。

判定基準

近隣地域で同種の取組を行っている農業者についても、取組の継続が困難な状況になっているかどうか。

自然災害に対応して、都道府県から被害額や災害に対応した技術指針等が公表されているかどうか。

ア

イ

備考
農業者団体
もしくは氏名

基準を満たしているか
どうかの判定（注１） 特例適用の

可否（注２）
ほ場所在地

構成員名
（農業者団体の場合）


	01-1_通知文（実施要領R7年度当初改正）
	02_施行案文・新旧対照表（実施要領）_多面的機能支払交付金

